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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明支持基板と、透明導電層と、前記透明支持基板と前記透明導電層との間に配置され
た硬化樹脂層とを備えており、
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に凹凸が形成されており、
　前記凹凸の形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フ
ーリエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合において、前記フーリエ変換像が、波
数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ、
　前記円環状の模様が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存
在すること、
を特徴とする太陽電池用透明導電性基板。
【請求項２】
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に形成されている凹凸の平均高さが５～
２００ｎｍであることを特徴とする請求項１に記載の太陽電池用透明導電性基板。
【請求項３】
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に形成されている凹凸の平均ピッチが１
００～２０００ｎｍの範囲であることを特徴とする請求項１又は２に記載の太陽電池用透
明導電性基板。
【請求項４】
　前記硬化樹脂層がアクリル樹脂からなることを特徴とする請求項１～３のうちのいずれ
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か一項に記載の太陽電池用透明導電性基板。
【請求項５】
　透明支持基板上に硬化性樹脂を塗布し、母型を押し付けつつ前記硬化性樹脂を硬化させ
た後、前記母型を取り外すことにより、前記透明支持基板上に凹凸が形成された硬化樹脂
層を積層する工程と、
　前記硬化樹脂層上に、前記硬化樹脂層の表面に形成されている凹凸の形状が維持される
ようにして、透明導電層を積層して、透明支持基板と硬化樹脂層と透明導電層とを備える
太陽電池用透明導電性基板を得る工程と、
を含み、且つ、
　前記母型が、
　第１のホモポリマーからなる第１のポリマーセグメントと、前記第１のホモポリマーの
溶解度パラメーターよりも０．１～１０（ｃａｌ／ｃｍ３）１／２高い溶解度パラメータ
ーを有する第２のホモポリマーからなる第２のポリマーセグメントとを有しており、且つ
、下記条件（i）～（iii）：
（i）数平均分子量が５０００００以上であること、
（ii）分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．５以下であること、
（iii）前記第１のポリマーセグメントと前記第２のポリマーセグメントとの体積比（第
１のポリマーセグメント：第２のポリマーセグメント）が３：７～７：３であること、
を全て満たすブロック共重合体、及び溶媒を含有するブロック共重合体溶液を基材上に塗
布する工程と、
　前記基材上の塗膜を乾燥させて、前記ブロック共重合体のミクロ相分離構造を形成する
ことにより、表面に凹凸が形成された第１の母型を得る工程と、
を含む方法により得られたものであることを特徴とする太陽電池用透明導電性基板の製造
方法。
【請求項６】
　前記第１の母型を得る工程において、前記乾燥後の塗膜を前記ブロック共重合体のガラ
ス転移温度より高い温度で加熱することを特徴とする請求項５に記載の太陽電池用透明導
電性基板の製造方法。
【請求項７】
　前記第１の母型を得る工程において、前記乾燥後の塗膜にエッチング処理を施すことを
特徴とする請求項５又は６に記載の太陽電池用透明導電性基板の製造方法。
【請求項８】
　前記第１の母型上に転写材料を付着して硬化させた後、前記第１の母型から取り外すこ
とにより、表面に凹凸が形成された第２の母型を得る工程を更に含むことを特徴とする請
求項５～７のうちのいずれか一項に記載の太陽電池用透明導電性基板の製造方法。
【請求項９】
　前記ブロック共重合体中の前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーの組合
せが、スチレン系ポリマー及びポリアルキルメタクリレートの組合せ、スチレン系ポリマ
ー及びポリエチレンオキシドの組合せ、スチレン系ポリマー及びポリイソプレンの組合せ
、及び、スチレン系ポリマー及びポリブタジエンの組合せのうちのいずれかであることを
特徴とする請求項５～８のうちのいずれか一項に記載の太陽電池用透明導電性基板の製造
方法。
【請求項１０】
　前記ブロック共重合体溶液が、前記ブロック共重合体中の前記第１のホモポリマー及び
前記第２のホモポリマーとは異なる他のホモポリマーを更に含有することを特徴とする請
求項５～９のうちのいずれか一項に記載の太陽電池用透明導電性基板の製造方法。
【請求項１１】
　前記ブロック共重合体中の前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーの組合
せがポリスチレン及びポリメチルメタクリレートの組合せであり、且つ前記他のホモポリ
マーがポリアルキレンオキシドであることを特徴とする請求項１０に記載の太陽電池用透
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明導電性基板の製造方法。
【請求項１２】
　透明導電性基板と、対極用導電層と、前記透明導電性基板と前記対極用導電層との間に
配置された半導体層とを備える太陽電池であって、
　前記透明導電性基板が、透明支持基板と、透明導電層と、前記透明支持基板と前記透明
導電層との間に配置された硬化樹脂層とを備えており、
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に凹凸が形成されており、
　前記凹凸の形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フ
ーリエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合において、前記フーリエ変換像が、波
数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ、
　前記円環状の模様が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存
在することを特徴とする太陽電池。
【請求項１３】
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に形成されている凹凸の平均高さが５～
２００ｎｍであることを特徴とする請求項１２に記載の太陽電池。
【請求項１４】
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に形成されている凹凸の平均ピッチが１
００～２０００ｎｍの範囲であることを特徴とする請求項１２又は１３に記載の太陽電池
。
【請求項１５】
　前記硬化樹脂層がアクリル樹脂からなることを特徴とする請求項１２～１４のうちのい
ずれか一項に記載の太陽電池。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽電池用透明導電性基板、その製造方法並びにそれを用いた太陽電池に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　太陽電池は自然の光エネルギー（クリーン・エネルギー）を電力に変換して利用する発
電システムとして注目されており、例えば、非晶質のアモルファスシリコンを光電変換層
として用いた太陽電池が実用化されている。このような太陽電池に関して、近年では、よ
り高度な光電変換効率を実現するために様々な技術が研究されており、その一つとして、
例えば、太陽電池用の透明基板に凹凸形状を設け、かかる形状により光閉じ込め効果を発
現させて光電変換効率の向上を図る技術が提案されている。
【０００３】
　このような太陽電池用の透明基板としては、例えば、国際公開２００４－１０２６７７
号パンフレット（特許文献１）においては、基体上にＴｉＯ２層、ＳｉＯ２層及びＳｎＯ

２層の順で各層が積層され、前記ＳｎＯ２層が常圧ＣＶＤ法により凹凸を有する層として
形成された層である透明導電性基板が開示されている。また、特開２０００－１８３３７
８号公報（特許文献２）においては、炭酸ナトリウム（Ｎａ２ＣＯ３）水溶液をエッチン
グ液として利用してシリコン基板を前記水溶液中に浸漬することにより得られる、表面に
微細な凹凸形状が形成された透明基板が開示されている。更に、特開平０７－１２２７６
４号公報（特許文献３）においては、太陽電池を形成する基板の主面において、サンドブ
ラスト法によって、少なくとも太陽電池を形成する部分を凹凸形状化し、該凹凸の平均段
差以下の厚さの薄膜を該凹凸形状の底部に選択的に形成させた太陽電池基板が開示されて
いる。また、このような太陽電池の分野においては、透明基板に凹凸を形成させる技術以
外にも、例えば、太陽電池の発電層に凹凸を形成する技術も研究されており、特開２００
０－２７７７６３号公報（特許文献４）においては、発電層が微小凹凸形状の薄膜で形成
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された非晶質又は微結晶の太陽電池が開示されている。しかしながら、このような特許文
献１～４に記載のような従来の透明基板等を用いた太陽電池は、光電変換効率が必ずしも
十分なものではなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開２００４－１０２６７７号パンフレット
【特許文献２】特開２０００－１８３３７８号公報
【特許文献３】特開平０７－１２２７６４号公報
【特許文献４】特開２０００－２７７７６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記従来技術の有する課題に鑑みてなされたものであり、太陽電池の透明導
電性基板として利用することにより、十分に優れた光閉じ込め効果を発揮でき、太陽電池
の光電変換効率を十分に高度なものとすることが可能な太陽電池用透明導電性基板、かか
る太陽電池用透明導電性基板を効率よく製造することが可能な太陽電池用透明導電性基板
の製造方法及びそれを用いた太陽電池を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ね、先ず、上記従来技術において光
電変換効率が必ずしも十分なものとならない原因について検討したところ、上記特許文献
１に記載のような透明導電性基板においては、常圧ＣＶＤ法による無機酸化物の結晶面を
利用した凹凸形状が鋭角な形状となり、その上に積層する半導体層の被覆性が低くなるこ
とから、基板上において半導体層の膜厚が不均一になったり、半導体層が存在していない
部分が生じ、その部分において電流を取り出すことができないことから、必ずしも十分な
光電変換効率が得られなかったと推察した。また、上記特許文献２に記載のような透明基
板においては、エッチング法により結晶面に形成される凹凸形状を利用していることから
、半導体層等を積層する際に被覆性が低いことから、上記と同様に必ずしも十分な光電変
換効率が得られなかったと推察した。また、上記特許文献３に記載のような太陽電池基板
においては、サンドブラスト法によって凹凸形状を形成するため、微細な凹凸形状が形成
できず、凹凸形状により十分な回折効果を得ることができないことから、十分な光閉じ込
め効果が得られないため、必ずしも十分な光電変換効率が得られなかったと推察した。ま
た、特許文献４に記載のような発電層に微小凹凸形状の薄膜で形成された非晶質又は微結
晶の太陽電池においても、その凹凸形状が急峻にとがった形状となっているため、急峻に
突出した部分においてリークが発生し易く、更には、形成される凹凸形状により必ずしも
十分な光閉じ込め効果を得ることができず、必ずしも十分な光電変換効率が得られなかっ
たと推察した。
【０００７】
　このような検討結果に基いて、本発明者らが上記目的を達成すべく更に鋭意研究を重ね
た結果、透明支持基板と、透明導電層とを備える太陽電池用透明導電性基板において、前
記透明支持基板と前記透明導電層との間に表面に凹凸形状を有する硬化樹脂層を配置し、
その凹凸の形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フー
リエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合に、そのフーリエ変換像が、波数の絶対
値が０μｍ－１である原点を略中心とする円状又は円環状の模様となるように前記凹凸の
形状を形成することにより、太陽光の入射角が変化しても十分に効率よく光電変換させる
ことが可能となることを見出すとともに、そのフーリエ変換像の円状又は円環状の模様が
、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存在するように前記凹凸
の形状を形成することにより、太陽電池の半導体層に効率よく光を吸収させることが可能
となるとともに、十分に優れた光閉じ込め効果を発揮でき、太陽電池の光電変換効率を十
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分に高度なものとすることが可能となることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明の太陽電池用透明導電性基板は、透明支持基板と、透明導電層と、前
記透明支持基板と前記透明導電層との間に配置された硬化樹脂層とを備えており、
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に凹凸が形成されており、
　前記凹凸の形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フ
ーリエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合において、前記フーリエ変換像が、波
数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ、
　前記円環状の模様が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存
在すること、
を特徴とするものである。
 
【０００９】
　上記本発明の太陽電池用透明導電性基板においては、前記硬化樹脂層の前記透明導電層
と対向する面に形成されている凹凸の平均高さが５～２００ｎｍであることが好ましい。
また、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板においては、前記硬化樹脂層の前記透明導
電層と対向する面に形成されている凹凸の平均ピッチが１００～２０００ｎｍの範囲であ
ることが好ましい。
【００１０】
　また、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板においては、前記硬化樹脂層がアクリル
樹脂からなることが好ましい。
【００１１】
　本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法は、透明支持基板上に硬化性樹脂を塗布
し、母型を押し付けつつ前記硬化性樹脂を硬化させた後、前記母型を取り外すことにより
、前記透明支持基板上に凹凸が形成された硬化樹脂層を積層する工程と、
　前記硬化樹脂層上に、前記硬化樹脂層の表面に形成されている凹凸の形状が維持される
ようにして、透明導電層を積層して、透明支持基板と硬化樹脂層と透明導電層とを備える
太陽電池用透明導電性基板を得る工程と、
を含み、且つ、
　前記母型が、
　第１のホモポリマーからなる第１のポリマーセグメントと、前記第１のホモポリマーの
溶解度パラメーターよりも０．１～１０（ｃａｌ／ｃｍ３）１／２高い溶解度パラメータ
ーを有する第２のホモポリマーからなる第２のポリマーセグメントとを有しており、且つ
、下記条件（i）～（iii）：
（i）数平均分子量が５０００００以上であること、
（ii）分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．５以下であること、
（iii）前記第１のポリマーセグメントと前記第２のポリマーセグメントとの体積比（第
１のポリマーセグメント：第２のポリマーセグメント）が３：７～７：３であること、
を全て満たすブロック共重合体、及び溶媒を含有するブロック共重合体溶液を基材上に塗
布する工程と、
　前記基材上の塗膜を乾燥させて、前記ブロック共重合体のミクロ相分離構造を形成する
ことにより、表面に凹凸が形成された第１の母型を得る工程と、
を含む方法により得られたものであることを特徴とする方法である。
【００１２】
　このような本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法においては、前記第１の母型
を得る工程において、前記乾燥後の塗膜を前記ブロック共重合体のガラス転移温度より高
い温度で加熱することが好ましい。
【００１３】
　また、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法においては、前記第１の母型
を得る工程において、前記乾燥後の塗膜にエッチング処理を施すことが好ましい。
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【００１４】
　また、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法においては、前記第１の母型
上に転写材料を付着して硬化させた後、前記第１の母型から取り外すことにより、表面に
凹凸が形成された第２の母型を得る工程を更に含むことが好ましい。
【００１５】
　さらに、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法においては、前記ブロック
共重合体中の前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーの組合せが、スチレン
系ポリマー及びポリアルキルメタクリレートの組合せ、スチレン系ポリマー及びポリエチ
レンオキシドの組合せ、スチレン系ポリマー及びポリイソプレンの組合せ、及び、スチレ
ン系ポリマー及びポリブタジエンの組合せのうちのいずれかであることが好ましい。
【００１６】
　また、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法においては、前記ブロック共
重合体溶液が、前記ブロック共重合体中の前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポ
リマーとは異なる他のホモポリマーを更に含有することが好ましく、前記ブロック共重合
体中の前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーの組合せがポリスチレン及び
ポリメチルメタクリレートの組合せであり、且つ前記他のホモポリマーがポリアルキレン
オキシドであることが更に好ましい。
【００１７】
　また、本発明の太陽電池は、透明導電性基板と、対極用導電層と、前記透明導電性基板
と前記対極用導電層との間に配置された半導体層とを備える太陽電池であって、
　前記透明導電性基板が、透明支持基板と、透明導電層と、前記透明支持基板と前記透明
導電層との間に配置された硬化樹脂層とを備えており、
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に凹凸が形成されており、
　前記凹凸の形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フ
ーリエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合において、前記フーリエ変換像が、波
数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ、
　前記円環状の模様が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存
在することを特徴とするものである。
 
【００１８】
　上記本発明の太陽電池においては、前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に形
成されている凹凸の平均高さが５～２００ｎｍであることが好ましい。
【００１９】
　上記本発明の太陽電池においては、前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に形
成されている凹凸の平均ピッチが１００～２０００ｎｍの範囲であることが好ましい。
【００２０】
　また、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板においては、前記硬化樹脂層がアクリル
樹脂からなることが好ましい。
 
 
【００２１】
　なお、本発明により上記目的が達成される理由は必ずしも定かではないが、本発明者ら
は以下のように推察する。すなわち、先ず、本発明においては、前記硬化樹脂層の凹凸の
形状を、その凹凸形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高
速フーリエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合において、前記フーリエ変換像が
、波数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円状又は円環状の模様を示すもの
とする。このようなフーリエ変換像が、波数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心と
する円状又は円環状の模様となる凹凸形状は、あらゆる断面方向から見た場合に等方的な
凹凸形状であるといえる。このように、本発明においては、凹凸形状があらゆる断面方向
から見た場合に等方的なものであるため、入射光の入射角によらず、十分に安定して光を
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入射させて、しかも十分に高い光閉じ込め効果を発揮させることが可能である。そのため
、本発明の太陽電池用透明導電性基板を太陽電池の透明導電性基板として利用する場合に
は、太陽の移動（光の入射角度の変化）によって性能が低下することが十分に抑制される
ため、太陽電池の光電変換効率を十分に向上させることが可能となるものと推察される。
また、凹凸形状のピッチ（前記フーリエ変換像においては中心からの距離として表わされ
る。）と入射光の波長との関係を、下記式（１）：
　　ｎｉ・ｓｉｎθｉ－ｎｏ・ｓｉｎθo＝ｍ×（λ／ｄ）　　　(１)
［式（１）中、ｄは凹凸のピッチを示し、λは入射光の波長を示し、ｎｉは光が通過する
媒質の屈折率を示し、ｎｏは半導体の屈折率を示し、θｉは光の入射角を示し、θｏは光
の出射角を示し、ｍは回折次数（０、±１、±２、・・・・・）を示す。］
で表わされるラマン・ナス回折（Ｒａｍａｎ－Ｎａｔｈ　ｄｉｆｆｒａｃｔｉｏｎ）の理
論から検討すると、太陽電池においてはあらゆる入射角θｉの光が回折され、その回折さ
れた光が膜内に有効に取り込まれることが好ましいことから、出射角θｏがより大きくな
ることが好ましいといえる。例えば、太陽電池に、屈折率（ｎｉ）が１．５の透明基板と
、屈折率（ｎｏ）がおよそ３．８であるＳｉからなる半導体とを利用した場合、あらゆる
θｉに対してθｏができる限り高い角度となるようにして回折を生じさせるには、回折強
度の高い次数ｍが１の場合において検討すると、ピッチｄがλの４３％である場合にθｏ
を最も大きな値（角度）としながらも光を回折させることが可能となることが分かる。一
方、太陽電池が吸収できる光は、使われている半導体の持つバンドギャップに相当する波
長よりも短い波長の光である。そのため、半導体層の材料にＳｉを用いる場合について、
光を十分に回折させて半導体内に光を閉じ込め、効率よく光電交換させるためには、Ｓｉ
のバンドギャップがおよそ１．１ｅＶであり、これと同じエネルギーを有する波長の光が
１．１２μｍの波長の光となることから、波長λが１．１２μｍの光を利用して凹凸のピ
ッチ長をその波長λの４３％に相当する０．４９μｍ（光の波数では２．０４μｍ－１）
以下の長さとすることが有効であることが分かる。このような観点とともに、通常の半導
体材料からなる半導体層の屈折率が３～４程度であり且つ通常の半導体材料のバンドギャ
ップが３．４ｅＶ（ＧａＮ）～０．７ｅＶ（Ｇｅ）の範囲内にあることを考慮すれば、太
陽電池において凹凸により十分に光閉じ込め効果が発揮でき且つ半導体層中において効率
よく吸収できる光の波数は０．９４μｍ－１～６．８μｍ－１となることが分かる。その
ため、このような半導体層中において効率よく吸収できる光の波数に対して、前記フーリ
エ変換像における中心からの距離（波数）が同じ値を最大値として、それ以上の値となる
ように凹凸形状を形成することで、半導体層中において十分に光を吸収させることが可能
となり、十分に高度な光電変換効率が達成されることが分かる。したがって、本発明にお
いては、硬化樹脂層の凹凸の形状の前記フーリエ変換像における模様が円状又は円環状で
あり且つ前記フーリエ変換像においては中心からの距離（波数）が０．５～１０μｍ－１

の範囲となるように、硬化樹脂層の凹凸の形状を形成することによって、前記太陽電池に
効率よく光を吸収させることが可能となるとともに、非常に優れた光閉じ込め効果を発揮
することも可能となり、これにより太陽電池の光電変換効率が十分に向上するものと本発
明者らは推察する。
【００２２】
　また、常圧ＣＶＤ法（結晶面を利用する方法）、膜をエッチングする方法、サンドブラ
ストを利用する方法等を利用する上記特許文献１～３に記載のような従来の凹凸形状の形
成方法は、微細な凹凸形状を所望のピッチで制御良く形成させることが困難な方法である
。また、透明導電層が一般にＳｎＯやＺｎＯ等の金属酸化物を含む層であることから、そ
の加工は困難である。一方、本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法においては、
上述のようにして母型を形成した後に、その母型の凹凸形状を押し付けて（スタンプして
）、その母型に由来した凹凸形状を精度良く硬化樹脂層に形成するため、比較的容易に且
つ再現性高く、特定の形状の凹凸形状を形成でき、上記本発明の太陽電池用透明導電性基
板を効率よく製造することが可能である。特に、硬化性樹脂（硬化樹脂層の材料）として
好適なアクリル系樹脂を利用した場合には、母型に由来した凹凸形状をより精度よく形成
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させることができるとともに、より簡便に且つよりスピーディーに太陽電池用透明導電性
基板を製造することも可能となる。そのため、本発明においては、太陽電池用透明導電性
基板を効率よく製造することが可能となるものと本発明者らは推察する。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、太陽電池の透明導電性基板として利用することにより、十分に優れた
光閉じ込め効果を発揮でき、太陽電池の光電変換効率を十分に高度なものとすることが可
能な太陽電池用透明導電性基板、かかる太陽電池用透明導電性基板を効率よく製造するこ
とが可能な太陽電池用透明導電性基板の製造方法及びそれを用いた太陽電池を提供するこ
とが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の太陽電池用透明導電性基板の好適な一実施形態を模式的に示す縦断面図
である。
【図２】透明支持基板上に硬化性樹脂を塗布した状態を模式的に示す縦断面図である。
【図３】母型を押し付けつつ硬化性樹脂を硬化させた状態を模式的に示す縦断面図である
。
【図４】母型を取り外して硬化樹脂層の表面に凹凸が形成させた状態を模式的に示す縦断
面図である。
【図５】ブロック共重合体溶液を基材上に塗布した状態を模式的に示す縦断面図である。
【図６】ブロック共重合体のミクロ相分離構造を形成させることにより塗膜の表面に凹凸
を形成した状態を模式的に示す縦断面図である。
【図７】転写材料を第１の母型上に付着させた状態を模式的に示す縦断面図である。
【図８】硬化後の第２の母型を第１の母型から取り外した状態を模式的に示す縦断面図で
ある。
【図９】実施例１で得られた第１の母型（Ｍ－１）の表面の走査型プローブ顕微鏡による
解析結果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図１０】実施例１で得られた第１の母型（Ｍ－１）の断面の走査型プローブ顕微鏡によ
る解析結果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図１１】実施例１で得られた第１の母型（Ｍ－１）の表面の原子間力顕微鏡による凹凸
解析画像を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換
像を示す写真である。
【図１２】実施例１で得られたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－２）の表面の走査型
プローブ顕微鏡による解析結果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真であ
る。
【図１３】実施例１で得られたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－２）の断面の走査型
プローブ顕微鏡による解析結果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写
真である。
【図１４】実施例１で得られた第２の母型（Ｍ－３）の表面の走査型プローブ顕微鏡によ
る解析結果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図１５】実施例１で得られた第２の母型（Ｍ－３）の断面の走査型プローブ顕微鏡によ
る解析結果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図１６】実施例１で得られた第２の母型（Ｍ－３）の表面の原子間力顕微鏡による凹凸
解析画像を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換
像を示す写真である。
【図１７】実施例１で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図１８】実施例１で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図１９】実施例１で形成された硬化樹脂層の表面の原子間力顕微鏡による凹凸解析画像
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を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換像を示す
写真である。
【図２０】実施例２で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図２１】実施例２で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図２２】実施例２で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図２３】実施例２で形成された硬化樹脂層の表面の原子間力顕微鏡による凹凸解析画像
を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換像を示す
写真である。
【図２４】実施例３で得られた第１の母型（Ｍ－９）の表面の走査型プローブ顕微鏡によ
る解析結果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図２５】実施例３で得られた第２の母型（Ｍ－９）の断面の走査型プローブ顕微鏡によ
る解析結果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図２６】実施例３で得られた第２の母型（Ｍ－９）の表面の原子間力顕微鏡による凹凸
解析画像を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換
像を示す写真である。
【図２７】実施例３で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図２８】実施例３で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図２９】実施例３で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図３０】実施例３で形成された硬化樹脂層の表面の原子間力顕微鏡による凹凸解析画像
を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換像を示す
写真である。
【図３１】実施例４で得られたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－１１）の表面の走査
型プローブ顕微鏡による解析結果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真で
ある。
【図３２】実施例４で得られたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－１１）の表面の走査
型プローブ顕微鏡による解析結果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真で
ある。
【図３３】実施例４で得られたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－１１）の表面の走査
型プローブ顕微鏡による解析結果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す
写真である。
【図３４】実施例４で得られたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－１１）の表面の原子
間力顕微鏡による凹凸解析画像を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に
表示したフーリエ変換像を示す写真である。
【図３５】実施例４で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図３６】実施例４で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
【図３７】実施例４で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図３８】実施例４で形成された硬化樹脂層の表面の原子間力顕微鏡による凹凸解析画像
を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換像を示す
写真である。
【図３９】実施例５で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した凹凸解析画像を示す写真である。
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【図４０】実施例５で形成された硬化樹脂層の表面の走査型プローブ顕微鏡による解析結
果をディスプレイ上に表示した断面の凹凸解析画像を示す写真である。
【図４１】実施例５で形成された硬化樹脂層の表面の原子間力顕微鏡による凹凸解析画像
を２次元高速フーリエ変換処理の結果をディスプレイ上に表示したフーリエ変換像を示す
写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。なお、以
下の説明及び図面中、同一又は相当する要素には同一の符号を付し、重複する説明は省略
する。
【００２６】
　先ず、本発明の太陽電池用透明導電性基板について説明する。すなわち、本発明の太陽
電池用透明導電性基板は、透明支持基板と、透明導電層と、前記透明支持基板と前記透明
導電層との間に配置された硬化樹脂層とを備えており、
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に凹凸が形成されており、
　前記凹凸の形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フ
ーリエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合において、前記フーリエ変換像が、波
数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円状又は円環状の模様を示しており、
且つ、
　前記円状又は円環状の模様が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領
域内に存在すること、
を特徴とするものである。
【００２７】
　図１は、本発明の太陽電池用透明導電性基板の好適な一実施形態を模式的に示す縦断面
図である。図１に示す太陽電池用透明導電性基板１０は、透明支持基板１１と、透明支持
基板１１上に積層され且つ表面に凹凸が形成されている硬化樹脂層１２と、硬化樹脂層１
２上に積層された透明導電層１３とを備えるものである。
【００２８】
　このような透明支持基板１１としては、太陽電池に用いることが可能な透明な支持基板
であればよく、特に制限されず、公知の透明支持基板を適宜用いることができる。このよ
うな透明支持基板１１としては、例えば、ガラスや石英などからなる基板が挙げられる。
このような透明支持基板１１の厚みは、太陽電池の透明電極を支持するための基板として
用いることが可能な厚みとすればよく、例えば、０．１～５ｍｍとしてもよい。また、こ
のような透明支持基板１１の形状は特に制限されず、目的とする太陽電池の設計に応じて
、その形状を適宜変更してもよい。
【００２９】
　硬化樹脂層１２は、硬化樹脂からなる層であり且つ透明導電層１３と対向する面（透明
導電層１３が積層される側の面）に凹凸が形成された層である。このような硬化樹脂とし
ては、例えば、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、ウレア樹脂
、ポリエステル樹脂、フェノール樹脂、架橋型液晶樹脂、シリコーン樹脂（シロキサン結
合による主骨格を持つ樹脂）が挙げられる。このような硬化樹脂においては、凹凸形状を
より効率よく形成させ、かつ、太陽電池の形成プロセスにかかる温度が２００度近くの比
較的高温であり、材料の耐熱性が必要であるという観点からは、アクリル樹脂を用いるこ
とが好ましい。なお、太陽電池用透明導電性基板が太陽電池を製造する際に特に高温に晒
されるような場合には、前記硬化樹脂として耐熱性に特に優れる前記シリコーン樹脂を用
いたり、前記硬化樹脂をエッチングマスクに用いてガラスや石英など耐熱性のある基板を
エッチングするなどにより上記本発明にかかる凹凸形状を形成させてもよい。
【００３０】
　このような硬化樹脂層１２の厚みは０．５～５００μｍの範囲であることが好ましい。
このような硬化樹脂層１２の厚みが前記下限未満では、硬化樹脂層の表面に形成される凹
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凸の高さが不十分となる傾向にあり、他方、前記上限を超えると、硬化時に生じる樹脂の
体積変化の影響が大きくなり、良好な凹凸形状が形成できなくなる傾向にある。
【００３１】
　また、このような硬化樹脂層１２においては、その表面に形成された凹凸形状を原子間
力顕微鏡を用いて解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フーリエ変換処理を施して
フーリエ変換像を得た場合に、前記フーリエ変換像が、波数の絶対値が０μｍ－１である
原点を略中心とする円状又は円環状の模様を示しており、且つ、前記円状又は円環状の模
様が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存在することが必要
である。このようなフーリエ変換像が上記の条件を示すように、前記硬化樹脂層の表面に
凹凸の形状を形成することにより、波長依存性及び指向性が十分に低い優れた光の回折効
果が得られるため、これを太陽電池に利用した場合に、より高度な光閉じ込め効果を得る
ことが可能となる。また、このような波数の絶対値が前記範囲外では、バンドギャップが
３．４ｅＶ（ＧａＮ）～０．７ｅＶ（Ｇｅ）の範囲にある半導体材料を利用して太陽電池
の半導体層を形成した場合に、十分に光電変換効率の高い太陽電池を製造することが困難
となる。ここで、「円状又は円環状の模様が波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲
内となる領域内に存在する」とは、円状及び円環状の模様を構成するフーリエ変換像の輝
点のうちの３０％以上（より好ましくは５０％以上、更により好ましくは８０％以上、特
に好ましくは９０％以上）の輝点が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内とな
る領域内に存在することをいう。また、このような円状や円環状の模様はフーリエ変換像
において輝点が集合することにより観測される模様であるため、ここにいう「円状」とは
、輝点が集合した模様がほぼ円形の形状に見えることを意味し、外形の一部が凸状又は凹
状となっているように見えるものも含む概念であり、また、「円環状」とは、輝点が集合
した模様がほぼ円還状に見えることを意味し、環の外側の円や内側の円の形状がほぼ円形
の形状に見えるものも含み且つかかる環の外側の円や内側の円の外形の一部が凸状又は凹
状となっているように見えるものも含む概念である。なお、このような硬化樹脂層１２の
表面の凹凸の形状は、後述する本発明にかかる母型を利用する方法を採用することで効率
よく形成することが可能である。
【００３２】
　また、このような円状又は円環状の模様は、太陽光の波長に対する回折効率や太陽電池
に使用する半導体及び基盤の屈折率、半導体のバンドギャップの観点から、波数の絶対値
が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存在することが必要であり、波数の絶対
値が０．９～１０μｍ－１の範囲内となる領域内に存在することがより好ましい。また、
前記フーリエ変換像の模様としては、太陽光の入射角度に依存せず、等方的な回折効果を
得ようとする観点から、円環状であることがより好ましい。
【００３３】
　また、上記フーリエ変換像は、硬化樹脂層１２の表面に形成されている凹凸の形状を、
原子間力顕微鏡を用いて解析して凹凸解析画像を得た後に、前記凹凸解析画像に２次元高
速フーリエ変換処理を施すことにより測定できる。このような凹凸解析画像は、原子間力
顕微鏡を用いて、下記解析条件：
測定方式：カンチレバー断続的接触方式
カンチレバーの材質：シリコン
カンチレバーのレバー幅：４０μｍ
カンチレバーのチップ先端の直径：１０ｎｍ
を採用して解析することにより測定することができる。
【００３４】
　また、前記原子間力顕微鏡としては、適宜市販されているものを使用することができ、
例えば、ＳＩＩナノテクノロジー社製の環境制御ユニット付走査型プローブ顕微鏡「Ｎａ
ｎｏｎａｖｉＩＩステーション／Ｅ－ｓｗｅｅｐ」を使用することができる。また、前記
原子間力顕微鏡の測定方式としては、カンチレバー断続的接触方式を採用することが好ま
しいが、ＳＩＩナノテクノロジー社製の環境制御ユニット付走査型プローブ顕微鏡の用い
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る場合には、ダイナミックフォースモード（ＤＭＦモード）を使用すればよい。さらに、
カンチレバーとしては、上述のように、材質がシリコンであり、レバー幅が４０μｍであ
り且つチップ先端の直径が１０ｎｍのものを使用すればよく、例えば、ＳＩ－ＤＦ４０を
使用してもよい。また、前記原子間力顕微鏡を用いて解析する場合には、大気中において
温度を２５℃として前記硬化樹脂層の表面に形成されている凹凸の形状を観察することが
好ましい。
【００３５】
　前記凹凸解析画像の２次元高速フーリエ変換処理は、２次元高速フーリエ変換処理ソフ
トを備えたコンピュータを用いた電子的な画像処理によって容易に行うことができる。こ
のような２次元高速フーリエ変換処理においては、前記凹凸解析画像に１次傾き補正を含
むフラット処理を施すことが好ましい。
【００３６】
　また、このような硬化樹脂層１２の表面に形成されている凹凸の平均ピッチは１００～
２０００ｎｍの範囲であることが好ましく、１００～１１００ｎｍの範囲であることがよ
り好ましい。凹凸の平均ピッチが前記下限未満では、太陽光の波長に対しピッチが小さく
なりすぎるため必要な回折が生じなくなり、太陽電池に用いた場合に光閉じ込め効果が低
下する傾向にあり、他方、前記上限を超えると、太陽電池に使用している半導体のバンド
ギャップを越える波長の光に対しての回折が主となるため、光電変換効率に寄与せず、む
しろ熱変換されるため効率は低下する傾向にある。なお、凹凸の平均ピッチとは、硬化樹
脂層１２の表面における凹凸のピッチ（隣り合う凸部同士又は隣り合う凹部同士の間隔）
を測定した場合において、凹凸のピッチの平均値のことをいう。また、このような凹凸の
ピッチの平均値は、表面の凹凸の形状を走査型プローブ顕微鏡（例えば、エスアイアイ・
ナノテクノロジー株式会社製の製品名「Ｅ－ｓｗｅｅｐ」等）を用いて凹凸解析画像を測
定した後に、かかる凹凸解析画像中における、任意の隣り合う凸部同士又は隣り合う凹部
同士の間隔を１０点以上測定し、その平均を求めて算出される値を採用する。更に、この
ような凹凸のピッチは、後述する本発明にかかる母型を利用することで効率よく形成する
ことが可能となる。
【００３７】
　また、本発明においては、硬化樹脂層１２の表面に形成されている凹凸の平均ピッチを
、太陽電池を形成するに用いる半導体層を形成するための材料の有するバンドギャップに
相当する波長の長さに対して、半導体層の屈折率（ｎｏ）と基盤の屈折率（ｎｉ）が式＝
１／（ｎｉ－ｎｏ）となる比率以下の長さとなるように設計することが好ましい。このよ
うな凹凸の平均ピッチが前記上限を超えると半導体のバンドギャップを超える波長の回折
が主となるため、光電変換は生じず、熱変換のみが生じて光電変換効率が低下する傾向に
ある。なお、凹凸の平均ピッチの下限に関しては、上述のように太陽光の波長に対してピ
ッチが狭くなるため十分な回折効果が得られないため、１００ｎｍ以上が好ましい。
【００３８】
　また、硬化樹脂層１２の表面に形成されている凹凸の平均高さは５～２００ｎｍの範囲
であることが好ましく、２０～２００ｎｍの範囲であることがより好ましく、５０～１５
０ｎｍの範囲であることが更に好ましい。このような凹凸の平均高さ（深さ）が前記下限
未満では、可視光の波長に対して高さが低すぎるため必要な回折が生じなくなり、太陽電
池に用いた場合に光閉じ込め効果が低下する傾向にあり、他方、前記上限を超えると、凹
凸基板上に積層される膜や膜種によっては被覆性が低下し、光電変換効率が低下する傾向
にある。なお、凹凸の平均高さとは、硬化樹脂層の表面における凹凸の高さ（凹部及び凸
部との深さ方向の距離）を測定した場合において、凹凸の高さの平均値をいう。また、こ
のような凹凸の高さの平均値は、表面の凹凸の形状を走査型プローブ顕微鏡（例えば、エ
スアイアイ・ナノテクノロジー株式会社製の製品名「Ｅ－ｓｗｅｅｐ」等）を用いて凹凸
解析画像を測定した後に、かかる凹凸解析画像中における、任意の凹部及び凸部との深さ
方向の距離を１０点以上測定し、その平均を求めて算出される値を採用する。なお、この
ような凹凸の高さ（深さ）を形成することは、後述する本発明にかかる母型を利用するこ
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とで容易に達成できる。
【００３９】
　透明導電層１３は、透明で且つ導電性を有する層であり、太陽電池における透明電極と
して利用可能な層である。このような透明導電層１３としては、太陽電池の透明電極に利
用することが可能な材料からなる層であればよく、特に制限されず、例えば、金、銀、ク
ロム、銅、タングステンなどの金属薄膜、金属酸化物からなる導電膜を利用することがで
きる。このような金属酸化物としては、錫や亜鉛等の金属酸化物に微量の他の金属元素を
ドープしたもの（例えば、Indium　Tin　Oxide（ＩＴＯ（Ｉｎ２Ｏ３：Ｓｎ））、Fluori
ne　doped　Tin　Oxide（ＦＴＯ（ＳｎＯ２：Ｆ））、Aluminum　doped　Zinc　Oxide（
ＡＺＯ（ＺｎＯ：Ａｌ））、Indium　doped　Zinc　Oxide（ＩＺＯ（ＺｎＯ：Ｉ））、Ge
rmanium　doped　Zinc　Oxide（ＧＺＯ（ＺｎＯ：Ｇe））等）が好適なものとして用いら
れる。
【００４０】
　このような透明導電層１３の厚みは、１０～２０００ｎｍであることが好ましく、１０
０ｎｍ～１０００ｎｍであることがより好ましい。このような透明導電層１３の厚みが前
記下限未満では抵抗値が十分に得られず、光電変換効率が落ちる傾向にあり、他方、前記
上限を超えると、透過率が落ちたり、成膜時間が長くかかるため生産効率の点からも不利
となる傾向にある。
【００４１】
　また、このような透明導電層１３の表面抵抗（シート抵抗）は、好ましくは５０Ω／ｓ
ｑ以下、より好ましくは１０Ω／ｓｑ以下である。このような透明導電層１３の抵抗値が
前記上限を超えると、光電効果で生じたキャリアの伝播効率が落ちるため光電変換効率が
落ちる傾向にある。
【００４２】
　以上、本発明の太陽電池用透明導電性基板の好適な一実施形態について説明したが、本
発明の太陽電池用透明導電性基板は上記実施形態に限定されるものではない。例えば、上
記図１に示す実施形態においては透明支持基板１１と、透明支持基板１１上に積層され且
つ表面に凹凸が形成されている硬化樹脂層１２と、硬化樹脂層１２上に積層された透明導
電層１３とを備えるものであるが、本発明においては、透明支持基板と、透明導電層と、
前記透明支持基板と前記透明導電層との間に配置された硬化樹脂層とを備えていればよく
、本発明の効果を損なわない範囲において、これらの層間に太陽電池に利用可能な他の層
（接着層なども含む）を更に含んでいてもよい。
【００４３】
　次に、本発明の太陽電池用透明導電性基板を製造するために好適に利用可能な方法につ
いて説明する。このような方法としては、例えば、上記本発明の太陽電池用透明導電性基
板の製造方法を好適に採用することができる。
【００４４】
　このような本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法は、透明支持基板上に硬化性
樹脂を塗布し、母型を押し付けつつ前記硬化性樹脂を硬化させた後、前記母型を取り外す
ことにより、前記透明支持基板上に凹凸が形成された硬化樹脂層を積層する工程（第一工
程）と、
　前記硬化樹脂層上に、前記硬化樹脂層の表面に形成されている凹凸の形状が維持される
ようにして、透明導電層を積層して、透明支持基板と硬化樹脂層と透明導電層とを備える
太陽電池用透明導電性基板を得る工程（第二工程）と、
を含み、且つ、
　前記母型が、
　第１のホモポリマーからなる第１のポリマーセグメントと、前記第１のホモポリマーの
溶解度パラメーターよりも０．１～１０（ｃａｌ／ｃｍ３）１／２高い溶解度パラメータ
ーを有する第２のホモポリマーからなる第２のポリマーセグメントとを有しており、且つ
、下記条件（i）～（iii）：
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（i）数平均分子量が５０００００以上であること、
（ii）分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．５以下であること、
（iii）前記第１のポリマーセグメントと前記第２のポリマーセグメントとの体積比（第
１のポリマーセグメント：第２のポリマーセグメント）が３：７～７：３であること、
を全て満たすブロック共重合体、及び溶媒を含有するブロック共重合体溶液を基材上に塗
布する工程（ブロック共重合体溶液塗布工程）と、
　前記基材上の塗膜を乾燥させて、前記ブロック共重合体のミクロ相分離構造を形成する
ことにより、表面に凹凸が形成された第１の母型を得る工程（第１の母型形成工程）と、
を含む方法により得られたものであることを特徴とする方法である。
【００４５】
　以下、第一工程及び第二工程を分けて説明する。
【００４６】
　先ず、第一工程について説明する。図２～４は、第一工程の好適な一実施形態を説明す
るために、樹脂を基板上に塗布した状態等を模式的に示した縦断面図である。すなわち、
図２は、透明支持基板上に硬化性樹脂を塗布した状態を模式的に示す縦断面図であり、図
３は、母型を押し付けつつ硬化性樹脂を硬化させた状態を模式的に示す縦断面図であり、
図４は、母型を取り外して硬化樹脂層の表面に凹凸が形成させた状態を模式的に示す縦断
面図である。
【００４７】
　第一工程においては、先ず、図２に示すように、透明支持基板１１上に硬化性樹脂１２
’を塗布し、その後、図３に示すように、母型２１を押し付けつつ硬化性樹脂１２’を硬
化させる。このような透明支持基板１１としては、また、透明支持基板１１の厚みは、１
～５００μｍの範囲であることが好ましい。
【００４８】
　また、このような硬化性樹脂１２’としては、例えば、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、
ウレタン樹脂、メラミン樹脂、ウレア樹脂、ポリエステル樹脂、フェノール樹脂、架橋型
液晶樹脂、シリコーン樹脂（シロキサン結合による主骨格を持つ樹脂）が挙げられる。ま
た、硬化性樹脂１２’の塗工厚みは、硬化樹脂層１２の厚みが０．１～５０００μｍとな
る範囲であることが好ましい。硬化性樹脂１２’の塗工厚みが前記下限未満では、硬化樹
脂層の表面に形成される凹凸の高さが不十分となる傾向にあり、他方、前記上限を超える
と、硬化時に生じる樹脂の体積変化の影響が大きくなり、凹凸形状が良好に形成できなく
なる傾向にある。また、このような塗工厚みとすることにより、硬化樹脂層１２の厚みを
０．５～５００μｍとすることが可能となる。
【００４９】
　また、このような硬化性樹脂１２’を塗布する方法としては、例えば、スピンコート法
、スプレーコート法、ディップコート法、滴下法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法、
凸版印刷法、ダイコート法、カーテンコート法、インクジェット法、スパッター法等の各
種コート方法を採用することができる。さらに、硬化性樹脂１２’を硬化させる条件とし
ては、使用する樹脂の種類により異なるが、例えば、硬化温度が室温～２５０℃の範囲で
あり、硬化時間が０．５分～３時間の範囲であることが好ましい。また、硬化性樹脂１２
’を硬化させる方法としては、紫外線や電子線のようなエネルギー線を照射することで硬
化させる方法を採用してもよく、その場合には、照射量は特に制限されないが、２０ｍＪ
／ｃｍ２～１０Ｊ／ｃｍ２の範囲であることが好ましく、２０ｍＪ／ｃｍ２～５Ｊ／ｃｍ
２の範囲であることがより好ましい。
【００５０】
　第一工程においては、次いで、図４に示すように、硬化後の硬化樹脂層１２から母型２
１を取り外す。このように硬化後の硬化樹脂層１２から母型２１を取り外す方法としては
、特に限定されず、適宜公知の方法を採用することができる。そして、このようにして、
透明支持基板１１上に凹凸が形成された硬化樹脂層１２を積層させることができる（図４
参照）。
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【００５１】
　また、このような第一工程に利用する母型２１は、上述のようなブロック共重合体溶液
塗布工程と、第１の母型形成工程とを含む方法により得られたものである。
【００５２】
　図５～６は、本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法に用いられる母型の製造方
法の好適な一実施形態を説明するための模式図（縦断面図）である。そして、図５は、母
型の製造する際に、ブロック共重合体溶液を基材上に塗布した状態を模式的に示す縦断面
図であり、図６は、母型を製造する際に、ブロック共重合体のミクロ相分離構造を形成す
ることにより塗膜の表面に凹凸を形成した状態を模式的に示す縦断面図である。
【００５３】
　ブロック共重合体溶液塗布工程においては、図５に示すように、ブロック共重合体溶液
を基材２２上に塗布する。
【００５４】
　基材２２としては特に制限はないが、例えば、ポリイミド、ポリフェニレンスルフィド
、ポリフェニレンオキシド、ポリエーテルケトン、ポリエチレンナフタレート、ポリエチ
レンテレフタレート、ポリアリレート、トリアセチルセルロース、ポリシクロオレフィン
等の樹脂基板；ガラス、シリコン基板等の無機基板；アルミニウム、鉄、銅等の金属基板
が挙げられる。また、基材２２は配向処理等の表面処理を施したものであってもよい。
【００５５】
　本発明に用いるブロック共重合体は、第１のホモポリマーからなる第１のポリマーセグ
メントと、前記第１のホモポリマーの溶解度パラメーターよりも０．１～１０（ｃａｌ／
ｃｍ３）１／２高い溶解度パラメーターを有する第２のホモポリマーからなる第２のポリ
マーセグメントとを有するものである。第１及び第２のホモポリマー溶解度パラメーター
の差が０．１（ｃａｌ／ｃｍ３）１／２未満では、ブロック共重合体の規則的なミクロ相
分離構造を形成することができず、他方、前記差が１０（ｃａｌ／ｃｍ３）１／２を超え
る場合はブロック共重合体を均一な溶液を調製することが難しく、ブロック共重合体の規
則的なミクロ相分離構造を形成することが困難である。
【００５６】
　前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーとして用いることができるホモポ
リマーの原料となるモノマーとしては、例えば、スチレン、メチルスチレン、プロピルス
チレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、オクチルスチレン、メトキシスチレン、エ
チレン、プロピレン、ブテン、ヘキセン、アクリロニトリル、アクリルアミド、メチルメ
タクリレート、エチルメタクリレート、プロピルメタクリレート、ブチルメタクリレート
、ヘキシルメタクリレート、オクチルメタクリレート、メチルアクリレート、エチルアク
リレート、プロピルアクリレート、ブチルアクリレート、ヘキシルアクリレート、オクチ
ルアクリレート、メタクリル酸、アクリル酸、ヒドロキシエチルメタクリレート、ヒドロ
キシエチルアクリレート、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ジメチルシロキサン
、乳酸、ビニルピリジン、ヒドロキシスチレン、スチレンスルホネート、イソプレン、ブ
タジエン、εカプロラクトン、イソプロピルアクリルアミド、塩化ビニル、エチレンテレ
フタレート、テトラフルオロエチレン、ビニルアルコールが挙げられる。これらの中でも
、相分離形成が生じやすいことと、エッチングで凹凸を形成しやすいという観点から、ス
チレン、メチルメタクリレート、エチレンオキシド、ブタジエン、イソプレン、ビニルピ
リジン、乳酸を用いることが好ましい。
【００５７】
　また、前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーの組合せとしては、スチレ
ン系ポリマー（より好ましくはポリスチレン）、ポリアルキルメタクリレート（より好ま
しくはポリメチルメタクリレート）、ポリエチレンオキシド、ポリブタジエン、ポリイソ
プレン、ポリビニルピリジン、及びポリ乳酸からなる群から選択される２種の組合せを挙
げることができる。これらの組合せの中でも、エッチング処理により一方のホモポリマー
を優先的に除去することにより、ブロック共重合体に形成される凹凸の深さを更に深くす
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ることができるという観点から、スチレン系ポリマー及びポリアルキルメタクリレートの
組合せ、スチレン系ポリマー及びポリエチレンオキシドの組合せ、スチレン系ポリマー及
びポリイソプレンの組合せ、スチレン系ポリマー及びポリブタジエンの組合せがより好ま
しく、スチレン系ポリマー及びポリメチルメタクリレートの組合せ、スチレン系ポリマー
及びポリイソプレンの組合せ、スチレン系ポリマー及びポリブタジエンの組合せが特に好
ましい。
【００５８】
　前記ブロック共重合体の数平均分子量（Ｍｎ）は５０００００以上であることが必要で
あり、１００００００以上であることがより好ましく、１００００００～５００００００
であることが特に好ましい。数平均分子量が５０００００未満では、ブロック共重合体の
ミクロ相分離構造により形成される凹凸の平均ピッチが小さくなり、得られる硬化樹脂層
の凹凸の平均ピッチが不十分となる。
【００５９】
　前記ブロック共重合体の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．５以下であることが必要であ
り、１．０～１．３５であることがより好ましい。分子量分布が１．５を超えると、ブロ
ック共重合体の規則的なミクロ相分離構造を形成することができない。
【００６０】
　なお、前記ブロック共重合体の数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）は、
ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）により測定し、標準ポリスチレンの分
子量に換算した値である。
【００６１】
　前記ブロック共重合体においては、前記第１のポリマーセグメントと前記第２のポリマ
ーセグメントとの体積比（第１のポリマーセグメント：第２のポリマーセグメント）が３
：７～７：３であることが必要であり、４：６～６：４であることがより好ましい。体積
比が前記範囲外である場合には、ラメラ構造に起因する凹凸パターンを形成することが困
難となる。
【００６２】
　本発明に用いるブロック共重合体溶液は、前記ブロック共重合体及び溶媒を含有するも
のである。前記溶媒としては、例えば、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、デカン、シクロ
ヘキサン等の脂肪族炭化水素類；ベンゼン、トルエン、キシレン、メシチレン等の芳香族
炭化水素類；ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル類；アセ
トン、メチルエチルケトン、イソホロン、シクロヘキサノン等のケトン類；ブトキシエチ
ルエーテル、ヘキシルオキシエチルアルコール、メトキシ－２－プロパノール、ベンジル
オキシエタノール等のエーテルアルコール類；エチレングリコールジメチルエーテル、ジ
エチレングリコールジメチルエーテル、トリグライム、プロピレングリコールモノメチル
エーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート等のグリコールエーテル
類；酢酸エチル、乳酸エチル、γ－ブチロラクトン等のエステル類；フェノール、クロロ
フェノール等のフェノール類；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセト
アミド、Ｎ－メチルピロリドン等のアミド類；クロロホルム、塩化メチレン、テトラクロ
ロエタン、モノクロロベンゼン、ジクロロベンゼン等のハロゲン系溶媒；２硫化炭素等の
含ヘテロ元素化合物；これらの混合溶媒が挙げられる。前記ブロック共重合体溶液におけ
る前記ブロック共重合体の含有率は、ブロック共重合体溶液１００質量％に対して、０．
１～１５質量％であることが好ましく、０．３～５質量％であることがより好ましい。
【００６３】
　また、前記ブロック共重合体溶液は、他のホモポリマー（その溶液中に含まれるブロッ
ク共重合体中の前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマー以外のホモポリマー
：例えば、ブロック共重合体中の前記第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーの
組合せがポリスチレン及びポリメチルメタクリレートの組合せである場合には、ポリスチ
レンとポリメチルメタクリレート以外の種類のホモポリマーであればよい。）、界面活性
剤、イオン性化合物、消泡剤、レベリング剤等を更に含有していてもよい。前記ブロック
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共重合体溶液が更に他のホモポリマーを含有することにより、ブロック共重合体のミクロ
相分離により形成される凹凸がより深くなる傾向にある。
【００６４】
　また、このような他のホモポリマーとしては、その効果（凹凸がより深くなる効果）が
より高度なものとなることから、ポリアルキレンオキシドを用いることが好ましい。更に
、このようなポリアルキレンオキシドとしては、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレン
オキシドがより好ましく、ポリエチレンオキシドが特に好ましい。また、このようなポリ
エチレンオキシドとしては、下記式：
　　　ＨＯ－（ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ）ｎ－Ｈ
［式中、ｎは１０～５０００の整数（より好ましくは５０～１０００の整数、更に好まし
くは５０～５００の整数）を示す。］
で表されるものが好ましい。このようなｎの値が前記下限未満では、分子量が低すぎて、
高温での熱処理で揮発・蒸発などにより失われ、効果が消失する傾向にあり、他方、前記
上限を超えると、分子量が高すぎて分子運動性が低いため、相分離の速度が遅くなりミク
ロ相分離構造の形成が不十分となる傾向にある。
【００６５】
　また、このような他のホモポリマーの数平均分子量（Ｍｎ）は４６０～２２００００で
あることが好ましく、２２００～４６０００であることがより好ましい。このような数平
均分子量が前記下限未満では、分子量が低すぎて、高温での熱処理で揮発・蒸発等により
失われ、効果が消失する傾向にあり、他方、前記上限を超えると分子量が高すぎて分子運
動性が低いため、相分離の速度が遅くなりミクロ相分離形成が不十分となる傾向にある。
【００６６】
　このような他のホモポリマーの分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．５以下であることが好
ましく、１．０～１．３であることがより好ましい。分子量分布が前記上限を超えるとミ
クロ相分離の形状の均一性が保持できなくなる傾向にある。なお、このような数平均分子
量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（Ｇ
ＰＣ）により測定し、標準ポリスチレンの分子量に換算した値である。
【００６７】
　また、本発明において他のホモポリマーを用いる場合、前記ブロック共重合体中の前記
第１のホモポリマー及び前記第２のホモポリマーの組合せがポリスチレン及びポリメチル
メタクリレートの組合せ（ポリスチレン－ポリメチルメタクリレート）であり、且つ前記
他のホモポリマーがポリアルキレンオキシドであることが好ましい。このように、ポリス
チレン－ポリメチルメタクリレートのブロック共重合体とポリアルキレンオキシドとを組
み合わせて用いることにより、垂直方向の配向性が更に向上して、表面の凹凸の深さを更
に深くすることが可能となるとともに、製造時の熱処理時間を短縮することも可能となる
傾向にある。
【００６８】
　前記他のホモポリマーを用いる場合には、その含有量は、前記ブロック共重合体１００
質量部に対して、１００質量部以下であることが好ましく、５質量部～１００質量部であ
ることがより好ましい。このような他のホモポリマーの含有量が前記下限未満では他のホ
モポリマーを含有させることにより得られる効果が十分に得られなくなる傾向にある。
【００６９】
　また、前記界面活性剤を用いる場合には、その含有量は、前記ブロック共重合体１００
質量部に対して、１０質量部以下であることが好ましい。さらに、前記イオン性化合物を
用いる場合には、その含有量は、前記ブロック共重合体１００質量部に対して、１０質量
部以下であることが好ましい。
【００７０】
　また、前記ブロック共重合体溶液中に前記他のホモポリマーを含有させる場合、前記ブ
ロック共重合体と前記他のホモポリマーとの総量の含有率は、ブロック共重合体溶液中に
、０．１～１５質量％であることが好ましく、０．３～５質量％であることがより好まし
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い。このような総量の含有率が前記下限未満では必要な膜厚を得るために前記溶液を十分
なｗｅｔ膜厚で均一に塗布することができなくなる傾向にあり、他方、前記上限を超える
と溶媒に均一に溶けた溶液を調製することが困難となる傾向にある。
【００７１】
　前記ブロック共重合体溶液を塗布する方法としては、特に限定されず、例えば、スピン
コート法、スプレーコート法、ディップコート法、滴下法、グラビア印刷法、スクリーン
印刷法、凸版印刷法、ダイコート法，カーテンコート法、インクジェット法を採用するこ
とができる。
【００７２】
　前記ブロック共重合体の塗膜２３’の厚みとしては、乾燥後の塗膜２３の厚みが、１０
～３０００ｎｍとなる範囲であることが好ましく、５０～５００ｎｍとなる範囲であるこ
とがより好ましい。また、乾燥後の塗膜２３の厚みはブロック共重合体のラメラ周期の整
数倍に近いことが好ましい。
【００７３】
　第１の母型形成工程においては、図６に示すように、基材２２上の塗膜２３’を乾燥さ
せて、前記ブロック共重合体のミクロ相分離構造を形成することにより、乾燥後の塗膜２
３の表面に凹凸を形成させる。塗膜２３’を乾燥させる際の温度は塗膜２３’から溶媒を
除去できる温度であれば特に制限はないが、例えば、３０～２００℃が好ましく、４０～
１００℃がより好ましい。このようにして、基材２２及び乾燥後の塗膜２３を備えており
、表面に凹凸が形成された第１の母型２１を得ることができる。
【００７４】
　このような第１の母型を得る工程においては、乾燥後の塗膜２３を前記ブロック共重合
体のガラス転移温度（Ｔｇ）より高い温度で加熱することが好ましい。このような加熱温
度が上記下限未満になると分子運動性が低いためにミクロ相分離構造を形成するまでの時
間が長時間に及ぶ傾向にある。また、この加熱温度の上限は前記ブロック共重合体が熱分
解しない温度であればよく特に制限はない。
【００７５】
　なお、このような乾燥後の塗膜２３に対しては、ミクロ相分離構造により形成される凹
凸の規則性を更に向上させるために、前述の乾燥後の塗膜２３をガラス転移温度（Ｔｇ）
より高い温度で加熱する工程の代わりに、例えば、特定の有機溶媒（例えばクロロホルム
）の飽和蒸気圧下において３～２４０時間程度静置して乾燥後の塗膜２３に対して有機溶
媒による処理を施して凹凸の規則性を向上させる工程、電場を利用して凹凸の規則性を向
上させる工程、剪断力を利用して凹凸の規則性を向上させる工程、超臨界流体を利用して
凹凸の規則性を向上させる工程等を適宜実施してもよい。なお、このような工程は、ブロ
ック共重合体の種類、溶媒の種類、他のホモポリマーの種類等に応じて適宜好適な工程を
選択すればよく、例えば、前記ブロック共重合体溶液としてポリスチレン－ポリメチルメ
タクリレートのブロック共重合体とポリアルキレンオキシド（他のポリマー）とを組み合
わせたものを利用した場合には、特に、乾燥後の塗膜２３を前記ブロック共重合体のガラ
ス転移温度（Ｔｇ）より高い温度で加熱する工程を採用することが好ましい。
【００７６】
　前記第１の母型を得る工程において、乾燥後の塗膜２３にエッチング処理を施すことが
好ましい。前記エッチング処理により、ブロック共重合体のミクロ相分離により形成され
る凹凸がより深くなる傾向にある。前記エッチング処理としては、例えば、反応性イオン
エッチング法、オゾン酸化法、加水分解法、金属イオン染色法、紫外線エッチング法等を
用いたエッチング法を採用することができる。また、前記エッチング処理として、前記ブ
ロック共重合体の共有結合を酸、塩基及び還元剤からなる群から選択される少なくとも１
種で処理して前記共有結合を切断し、その後、一方のポリマーセグメントだけを溶解する
溶媒等でミクロ相分離構造が形成された塗膜を洗浄することにより、ミクロ相分離構造を
保ったまま、一方のポリマーセグメントのみを除去する方法を採用してもよい。
【００７７】
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　このように、第１の母型は、その表面にミクロ相分離構造による凹凸が形成されたもの
となる。このような第１の母型においては、表面に形成されている凹凸の形状を原子間力
顕微鏡を用いて解析して凹凸解析画像を得た後に、その凹凸解析画像に２次元高速フーリ
エ変換処理を施して得られるフーリエ変換像が円状又は円環状の模様を示すものである。
具体的には、前記フーリエ変換像が、波数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とす
る円状又は円環状の模様を示しており、且つ、円状又は円環状の模様が、波数の絶対値が
０．５～１０μｍ－１（より好ましくは０．９～１０μｍ－１）の範囲内となる領域内に
存在するものなるとなる。このような凹凸が形成された第１の母型２１を母型として用い
ていることで、形成する硬化樹脂層に、かかる母型の凹凸の特性に由来する特性を有する
凹凸形状を形成することが可能となり、効率よく硬化樹脂層１２を形成させることが可能
となる。
【００７８】
　このような第１の母型の表面に形成されている凹凸の平均ピッチとしては、１００～２
０００ｎｍの範囲であることが好ましく、１００～１１００ｎｍの範囲であることがより
好ましい。凹凸の平均ピッチが前記下限未満では、可視光の波長に対してピッチが小さく
なりすぎるため、かかる母型を用いて得られる硬化樹脂層において必要な回折が生じなく
なる傾向にあり、他方、前記上限を超えると、かかる母型を用いて得られる硬化樹脂層の
回折角が小さくなり、硬化樹脂層の光の回折機能が失われてしまう傾向にある。なお、凹
凸の平均ピッチとは、硬化樹脂層の表面における凹凸のピッチ（隣り合う凸部同士又は隣
り合う凹部同士の間隔）を測定した場合において、凹凸のピッチの平均値のことをいう。
また、このような凹凸のピッチの平均値は、表面の凹凸の形状を走査型プローブ顕微鏡（
例えば、エスアイアイ・ナノテクノロジー株式会社製の製品名「Ｅ－ｓｗｅｅｐ」等）を
用いて凹凸解析画像を測定した後に、かかる凹凸解析画像中における、任意の隣り合う凸
部同士又は隣り合う凹部同士の間隔を１０点以上測定し、その平均を求めて算出される値
を採用する。
【００７９】
　また、このような第１の母型においては、表面に形成されている凹凸の平均高さは５～
２００ｎｍの範囲であることが好ましく、２０～２００ｎｍの範囲であることがより好ま
しく、５０～１５０ｎｍの範囲であることが更に好ましい。凹凸の平均高さが前記下限未
満では、得られた硬化樹脂層（回折格子）を利用した場合に、可視光の波長に対し高さが
低すぎるため必要な回折が生じなくなる傾向にあり、他方、前記上限を超えると、得られ
た硬化樹脂層（回折格子）を利用した場合に、凹凸基板上に積層される膜や膜種によって
は被覆性を落とし、光電変換効率を落とす傾向にある。なお、凹凸の平均高さとは、硬化
樹脂層の表面における凹凸の高さ（凹部及び凸部との深さ方向の距離）を測定した場合に
おいて、凹凸の高さの平均値のことをいう。また、このような凹凸の高さの平均値は、表
面の凹凸の形状を走査型プローブ顕微鏡（例えば、エスアイアイ・ナノテクノロジー株式
会社製の製品名「Ｅ－ｓｗｅｅｐ」等）を用いて凹凸解析画像を測定した後に、かかる凹
凸解析画像中における、任意の凹部及び凸部との深さ方向の距離を１０点以上測定、その
平均を求めて算出される値を採用する。
【００８０】
　第１の母型２１上に転写材料２４’を付着させて硬化させた後、前記第１の母型から取
り外すことにより、表面に凹凸が形成された第２の母型を得る工程（第２の母型形成工程
）を更に含むことが好ましい。
【００８１】
　図７は、本発明にかかる母型の製造方法において転写材料を第１の母型上に付着させた
状態を模式的に示す縦断面図であり、図８は、硬化後の第２の母型を第１の母型から取り
外した状態を模式的に示す縦断面図である。
【００８２】
　このような第２の母型形成工程においては、先ず、図７に示すように、第１の母型２１
上に転写材料２４’を付着させて硬化させる。このような転写材料２４’としては、特に
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限定されず、例えば、ニッケル、ケイ素、炭化ケイ素、タンタル、グラッシーカーボン、
石英、シリカ等の無機物；シリコーン系ポリマー（シリコーンゴム）、ウレタンゴム、ノ
ルボルネン樹脂、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレート、ポリスチレン、ポリ
メタクリル酸メチル、アクリル樹脂、液晶ポリマー、エポキシ樹脂等の樹脂組成物が挙げ
られる。これらの転写材料の中でも、成形性、微細形状の追従性、型離れという観点から
、シリコーン系ポリマー、ニッケル、ケイ素、炭化ケイ素、タンタル、グラッシーカーボ
ン、石英、シリカ、アクリル樹脂がより好ましく、シリコーン系ポリマー、アクリル樹脂
が更により好ましく、ポリジメチルシロキサンを含有するシリコーン系ポリマー、フッ素
系アクリル樹脂であることが特に好ましい。また、転写材料の型離れをよくするために、
母型２１に薄くＰｔ、Ａｌ、Ａｕ、Ｎｉ等の金属を蒸着してもよく、或いは、フッ素系の
離型剤による処理又はその他の表面処理を薄く施してもよい。また、このように転写材料
２４’を付着させる方法としては、特に限定されず、例えば、真空蒸着法；スピンコート
法、スプレーコート法、ディップコート法、滴下法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法
、凸版印刷法、ダイコート法、カーテンコート法、インクジェット法、スパッター法等の
各種コート方法を採用することができる。また、転写材料２４’を硬化させる条件として
は、使用する転写材料の種類により異なるが、例えば、硬化温度が室温～２５０℃の範囲
であり、硬化時間が０．５分～３時間の範囲であることが好ましい。また、紫外線や電子
線のようなエネルギー線を照射することで硬化させる方法でもよく、その場合には、照射
量は２０ｍＪ／ｃｍ２～１０Ｊ／ｃｍ２の範囲であることが好ましい。
【００８３】
　第２の母型形成工程においては、その後、図８に示すように、硬化後の転写材料２４を
第１の母型２１から取り外して第２の母型２４を得る。このように第２の母型２４を第１
の母型２１から取り外す方法としては、特に限定されず、公知の方法を適宜採用すること
ができる。また、以上説明したように、第１の母型２１から第２の母型２４を直接製造し
てもよいが、第１の母型２１から１以上の中間的な母型を介して第２の母型２４を製造し
てもよい。このような中間的な母型は、第２の母型形成工程と同様の工程により形成する
ことができ、例えば、凹凸構造を反転させるために中間的な母型を介して第２の母型２４
を製造してもよい。中間的な母型を製造するための転写材料としては、転写材料２４’と
同様のものを用いることができる。
【００８４】
　以上、第一工程を説明したが、次に、第二工程について説明する。第二工程は、前記硬
化樹脂層上に、前記硬化樹脂層の表面に形成されている凹凸の形状が維持されるようにし
て、透明導電層を積層し、透明支持基板と硬化樹脂層と透明導電層とを備える太陽電池用
透明導電性基板を得る工程である。
【００８５】
　このような透明導電層１３を製造する工程は、前記硬化樹脂層の表面に形成されている
凹凸の形状が維持されるようにしながら透明導電層を積層する以外は特に制限されず、前
記硬化樹脂層の表面に形成されている凹凸の形状が維持可能な温度条件等を採用しながら
、太陽電池の透明導電層を形成させることが可能な公知の方法を適宜利用すればよい。こ
のような透明導電層１３の製造方法としては、前述の透明導電層１３を形成するための材
料を適宜用いて、真空蒸着法、イオンプレーティング法、ＣＶＤ法、電子ビーム真空蒸着
法、スパッタリング法等の公知の方法を採用して基板上に透明導電層を製造する方法を採
用することができる。
【００８６】
　以上、本発明の太陽電池用透明導電性基板の製造方法を説明したが、本発明の太陽電池
用透明導電性基板を製造するために好適に利用可能な方法は、上記本発明の太陽電池用透
明導電性基板の製造方法に制限されるものではない。例えば、前記母型として、７０℃以
上の温度条件下において、熱により体積が変化するポリマーからなるポリマー膜の表面に
蒸着膜を形成した後、前記ポリマー膜及び前記蒸着膜を冷却することにより、前記蒸着膜
の表面に皺による凹凸を形成する工程（凹凸形状形成工程）と、
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　前記蒸着膜上に母型材料を付着させ硬化させた後に、硬化後の母型材料を前記蒸着膜か
ら取り外して母型を得る工程（母型形成工程）と、
を含む方法により得られた母型を用いる以外は、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板
の製造方法と同様の方法を採用することにより太陽電池用透明導電性基板を得る方法を採
用してもよい。以下において、このような凹凸形状形成工程及び母型形成工程について説
明する。
【００８７】
　このような凹凸形状形成工程においては、先ず、熱により体積が変化するポリマーから
なるポリマー膜を準備する。熱により体積が変化するポリマーとしては、加熱又は冷却に
より体積が変化するもの（例えば、熱膨張係数が５０ｐｐｍ／Ｋ以上のもの）を適宜使用
することができるが、ポリマーの熱膨張係数と蒸着膜の熱膨張係数との差が大きく、高い
柔軟性を有しているために、蒸着膜の表面に皺による凹凸が形成しやすいという観点から
、シリコーン系ポリマーがより好ましく、ポリジメチルシロキサンを含有するシリコーン
系ポリマーであることが特に好ましい。また、このようにポリマー膜を形成する方法とし
ては、例えば、スピンコート法、ディップコート法、滴下法、グラビア印刷法、スクリー
ン印刷法、凸版印刷法、ダイコート法，カーテンコート法、インクジェット法、スプレー
コート法、スパッター法、真空蒸着法等を採用することができる。さらに、このようなポ
リマー膜の厚みとしては、１０～５０００μｍの範囲であることが好ましく、１０～２０
００μｍの範囲であることがより好ましい。
【００８８】
　凹凸形状形成工程においては、次に、７０℃以上の温度条件下において、ポリマー膜の
表面に蒸着膜を形成する。蒸着膜を形成する際の温度は７０℃以上であることが必要であ
るが、９０℃以上であることがより好ましい。前記温度が７０℃未満では、蒸着膜の表面
に皺による凹凸を十分に形成することができない。蒸着膜を形成する方法としては、蒸着
法、スパッター法等の公知の方法を適宜採用することができる。これらの方法の中でも、
ポリマー膜の表面に形成されている凹凸の形状を維持するという観点から、蒸着法を採用
することが好ましい。また、蒸着膜の材質は特に限定されないが、例えば、アルミニウム
、金、銀、白金、ニッケル等の金属、酸化アルミニウム等の金属酸化物が挙げられる。
【００８９】
　凹凸形状形成工程においては、次いで、ポリマー膜及び蒸着膜を冷却することにより、
蒸着膜の表面に皺による凹凸を形成する。このように、ポリマー膜の熱膨張係数と蒸着膜
の熱膨張係数との間には差があるため、ポリマー膜及び蒸着膜がそれぞれ熱により体積が
変化して、蒸着膜の表面に皺による凹凸（いわゆるバックリングパターン、又は、いわゆ
るチューリングパターン）を形成することができる。また、冷却後のポリマー膜及び蒸着
膜の温度は４０℃以下であることが好ましい。冷却後のポリマー膜及び蒸着膜の温度が前
記上限を超える場合には、蒸着膜の表面に皺による凹凸を形成し難くなる傾向にある。さ
らに、ポリマー膜及び蒸着膜を冷却する際の降温速度は１～８０℃／分の範囲内とするこ
とが好ましい。前記降温速度が前記下限未満では、凹凸が緩和されてしまう傾向にあり、
他方、前記上限を超えると、ポリマー膜又は蒸着膜の表面にクラック等の傷が発生しやす
くなる傾向にある。
【００９０】
　母型形成工程においては、先ず、蒸着膜上に母型材料を付着させ硬化させる。このよう
な母型材料としては、特に限定されず、例えば、ニッケル、ケイ素、炭化ケイ素、タンタ
ル、グラッシーカーボン、石英、シリカ等の無機物；シリコーン系ポリマー（シリコーン
ゴム）、ウレタンゴム、ノルボルネン樹脂、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレ
ート、ポリスチレン、ポリメタクリル酸メチル、アクリル、液晶ポリマー等の樹脂組成物
が挙げられる。これらの母型材料の中でも、成形性、微細形状の追従性、型離れという観
点から、シリコーン系ポリマー、ニッケル、ケイ素、炭化ケイ素、タンタル、グラッシー
カーボン、石英、シリカがより好ましく、シリコーン系ポリマーが更により好ましく、ポ
リジメチルシロキサンを含有するシリコーン系ポリマーであることが特に好ましい。また
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、このように母型材料を付着させる方法としては、特に限定されず、例えば、真空蒸着法
；スピンコート法、スプレーコート法、ディップコート法、滴下法、グラビア印刷法、ス
クリーン印刷法、凸版印刷法、ダイコート法，カーテンコート法、インクジェット法、ス
パッター法等の各種コート方法を採用することができる。また、母型材料を硬化させる条
件としては、使用する母型材料の種類により異なるが、例えば、硬化温度が室温～２５０
℃の範囲であり、硬化時間が０．５分～３時間の範囲であることが好ましい。また、紫外
線や電子線のようなエネルギー線を照射することで硬化させる方法でもよく、その場合に
は、照射量は２０ｍＪ／ｃｍ２～１０Ｊ／ｃｍ２の範囲であることが好ましい。
【００９１】
　母型形成工程においては、その後、硬化後の母型材料を蒸着膜から取り外して母型を得
る。このように母型を蒸着膜から取り外す方法としては、特に限定されず、適宜公知の方
法を採用することができる。
【００９２】
　このような母型の製造方法においては、母型材料として熱により体積が変化するポリマ
ーを用いる場合には、ポリマー膜として得られた母型を用いて前記凹凸形状形成工程及び
前記母型形成工程を繰り返してもよい。このようにして、母型の表面に形成されている皺
を深くすることができ、母型の表面に形成されている凹凸の平均高さを大きくすることが
できる。そして、このような凹凸形状形成工程と、母型形成工程とを含む母型の製造方法
を利用した場合においても、凹凸形状を原子間力顕微鏡を用いて解析して凹凸解析画像を
得た場合に、その凹凸解析画像に２次元高速フーリエ変換処理を施して得られるフーリエ
変換像が円状又は円環状の模様を示し、且つ、前記円状又は円環状の模様が、波数の絶対
値が０．５～１０μｍ－１（より好ましくは０．９～１０μｍ－１）の範囲内となる領域
内に存在するような凹凸形状を母型の表面に形成することが可能となる。
【００９３】
　次に、本発明の太陽電池について説明する。本発明の太陽電池は、透明導電性基板と、
対極用導電層と、前記透明導電性基板と前記対極用導電層との間に配置された半導体層と
を備える太陽電池であって、
　前記透明導電性基板が、透明支持基板と、透明導電層と、前記透明支持基板と前記透明
導電層との間に配置された硬化樹脂層とを備えており、
　前記硬化樹脂層の前記透明導電層と対向する面に凹凸が形成されており、
　前記凹凸の形状を原子間力顕微鏡により解析して得られる凹凸解析画像に２次元高速フ
ーリエ変換処理を施してフーリエ変換像を得た場合において、前記フーリエ変換像が、波
数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円状又は円環状の模様を示しており、
且つ、
　前記円状又は円環状の模様が、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領
域内に存在することを特徴とするものである。すなわち、本発明の太陽電池は、透明導電
性基板と、対極用導電層と、前記透明導電性基板と前記対極用導電層との間に配置された
半導体層とを備える太陽電池であって、前記透明導電性基板が、上記本発明の太陽電池用
透明導電性基板であることを特徴とするものである。このような本発明の太陽電池におい
ては、透明導電性基板に、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板を用いているため、太
陽の位置にかかわらず、効率よく光を入射させて十分に高い光閉じ込め効果が得られるた
め、十分に高度な光電変換効率を達成することが可能である。なお、このような太陽電池
中の透明導電性基板の好適なものは、上記本発明の太陽電池用透明導電性基板において好
適なものとして説明したものと同様である。
【００９４】
　また、このような太陽電池の透明導電性基板においては、前記硬化樹脂層の前記透明導
電層と対向する面に形成されている凹凸の平均ピッチを、太陽電池の形成に用いる半導体
層を形成するための材料の有するバンドギャップに相当する波長の長さに対して、半導体
層の屈折率（ｎｏ）と基盤の屈折率（ｎｉ）が式＝１／（ｎｉ－ｎｏ）となる比率以下の
長さとなるように設計することが好ましい。このような凹凸の平均ピッチが前記上限を超
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えると、半導体のバンドギャップを超える波長の回折が主となるため、光電変換は生じず
、熱変換のみが生じて光電変換効率が下がる傾向にあり、他方、下限に関しては太陽光の
波長に対してピッチが狭くなるため十分な回折効果が得られないため、１００ｎｍ以上が
好ましい。
【００９５】
　また、本発明の太陽電池における前記半導体層としては、特に制限されず、光電変換が
可能な半導体層であればよく、太陽電池を製造する際に用いることが可能な公知の半導体
からなる層とすればよい。このような半導体の材料としては、例えば、シリコン、ゲルマ
ニウム、シリコン・ゲルマニウム、シリコン・カーバイド、ガリウム・ヒ素（ＧａＡｓ）
、インジウム・アンチモン（ＩｎＳｂ）、カドミウム・セレン（ＣｄＳｅ）等の公知の材
料が挙げられる。また、このような半導体層の構成は特に制限されず、例えば、ｐ型半導
体層、ｉ型半導体層、ｎ型半導体層の順に積層された構造としてもよい。このようなｎ型
半導体層には、例えば、リン（Ｐ）、ヒ素（Ａｓ）等の公知のドナー元素を添加してもよ
く、また、ｐ型半導体層には、例えば、ホウ素（Ｂ）、アルミニウム（Ａｌ等の公知のア
クセプター元素を添加してもよい。このような半導体層の形成方法は特に制限されず、公
知の方法を適宜採用することができ、例えば、ＣＶＤ法、スパッター法、蒸着法等を採用
してもよい。なお、このような半導体層の形成工程においても、太陽電池用透明導電性基
板中の硬化樹脂層１２の凹凸構造を十分に維持するという観点から、できるだけ低温条件
で、半導体層を形成することが好ましく、２００℃以下の温度条件下で半導体層を形成す
ることが好ましい。このような半導体層の形成工程としては、例えば、半導体層にシリコ
ンを用いる場合、基板温度を１８０℃程度とし、モノシラン（ＳｉＨ４）を原料ガスとし
て用い、必要に応じて前記原料ガス中に上記ドナー元素や上記アクセプター元素等を適宜
添加しながら、所望の構成となるように、適宜シリコンを堆積させる方法を採用すること
ができる。また、このようにして形成する半導体層の厚みは特に制限されないが、１００
～５０００ｎｍとすることが好ましい。
【００９６】
　また、本発明の太陽電池においては、透明導電性基板中の透明導電層及び対極導電層が
それぞれ電極として機能する。このような対極導電層としては、特に制限されず、太陽電
池の電極を製造する際に用いることが可能な公知の材料からなる層とすればよい。このよ
うな対極導電層の材料としては、特に制限されず、例えば、金、銀、クロム、銅、タング
ステン、上記太陽電池用透明導電性基板中の透明導電層において説明した金属酸化物等を
適宜利用することができる。また、このような対極導電層の形成工程も特に制限されず、
公知の方法を適宜採用することができ、例えば、ＣＶＤ法、スパッター法、蒸着法（例え
ば電子ビーム蒸着法）等を採用してもよい。
【００９７】
　また、このような太陽電池の構成は、前記透明導電性基板と、前記対極用導電層と、前
記透明導電性基板と前記対極用導電層との間に配置された前記半導体層とを備えていれば
よく、他の構成は特に制限されず、本発明の効果を損なわない範囲で他の層（太陽電池に
利用される公知の層：例えば反射層や裏面基板等）を適宜用いてもよい。従って、太陽電
池の構成を、例えば、太陽電池用透明導電性基板／半導体層／対極用導電層／反射層とし
たり、太陽電池用透明導電性基板／半導体層／対極用導電層／反射層／裏面基板としても
よい（かかる記載中の「／」は積層していることを示す。）。なお、このような反射層や
裏面基板としては公知のものを適宜利用することができ、その製造方法も公知の方法を適
宜利用することができる。
【実施例】
【００９８】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。
【００９９】
　＜ブロック共重合体の種類＞



(24) JP 5649315 B2 2015.1.7

10

20

30

40

50

　各実施例において用いたブロック共重合体等の樹脂について説明する。なお、ブロック
共重合体における第１及び第２のポリマーセグメントの体積比（第１のポリマーセグメン
ト：第２のポリマーセグメント）は、ポリスチレンの（ＰＳ）密度が１．０５ｇ／ｃｍ３

であり、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ)の密度が１．１９ｇ／ｃｍ３であるもの
として算出した。さらに、ポリマーセグメント又はポリマーの数平均分子量（Ｍｎ）及び
重量平均分子量（Ｍｗ）は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（東ソー（株）製、
型番「ＧＰＣ－８０２０」、ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＳｕｐｅｒＨ１０００、ＳｕｐｅｒＨ２０
００、ＳｕｐｅｒＨ３０００及びＳｕｐｅｒＨ４０００を直列に接続したもの）を用いて
測定した。また、ポリマーセグメントのガラス転移点（Ｔｇ）は、示差走査熱量計（Ｐｅ
ｒｋｉｎ－Ｅｌｍｅｒ社製、製品名「ＤＳＣ７」）を用いて、０～２００℃の温度範囲に
ついて２０℃／ｍｉｎの昇温速度にて昇温しつつ測定した。さらに、ＰＳ、ＰＭＭＡの溶
解度パラメーターはそれぞれ９．０、９．３及び８．１である（化学便覧　応用編　改定
２版参照）。
ブロック共重合体（Ｐ－１）：ＰＳとＰＭＭＡとのブロック共重合体、Ｐｏｌｙｍｅｒ　
Ｓｏｕｒｃｅ社製、ＰＳセグメントのＭｎ＝８６８，０００、ＰＭＭＡセグメントのＭｎ
＝８５７，０００、ＰＳとＰＭＭＡとのブロック共重合体のＭｎ＝１７２００００、ＰＳ
セグメントとＰＭＭＡセグメントとの体積比（ＰＳ：ＰＭＭＡ）＝５３：４７、分子量分
布（Ｍｗ／Ｍｎ）＝１．３０、ＰＳセグメントのＴｇ＝９６℃、ＰＭＭＡセグメントのＴ
ｇ＝１１０℃
ホモポリマー（Ａ）：ポリエチレンオキサイド（ＰＥＯ）、東京化成社製の商品名「ポリ
エチレングリコール４０００」、ホモポリマーのＭｗ＝３０００、分子量分布（Ｍｗ／Ｍ
ｎ）＝１．１０。
【０１００】
　＜凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定法＞
　各実施例における硬化樹脂層や母型の凹凸形状の凹凸解析画像は、原子間力顕微鏡（Ｓ
ＩＩナノテクノロジー社製の環境制御ユニット付走査型プローブ顕微鏡「Ｎａｎｏｎａｖ
ｉＩＩステーション／Ｅ－ｓｗｅｅｐ」）を用いて、下記の解析条件：
測定モード：ダイナミックフォースモード
カンチレバー：ＳＩ－ＤＦ４０（材質：Ｓｉ、レバー幅：４０μｍ、チップ先端の直径：
１０ｎｍ）
測定雰囲気：大気中
測定温度：２５℃
により解析して求めた。また、前記凹凸形状のフーリエ変換像は、前記凹凸解析画像に対
して１次傾き補正を含むフラット処理を施した後に２次元高速フーリエ変換処理を施すこ
とにより求めた。
【０１０１】
　（実施例１）
　〈母型（Ｍ－３）の製造工程〉
　先ず、９９ｍｇのブロック共重合体（Ｐ－１）を１０ｇのトルエンに溶解した後に、孔
径０．４５μｍのメンブレンフィルターでろ過してブロック共重合体溶液を得た。得られ
たブロック共重合体溶液を基材としてのポリエチレンナフタレートフィルム（帝人デュポ
ン（株）製）上に回転速度８００ｒｐｍにてスピンコートし、その後、塗膜を５５℃のホ
ットプレート上で１０分間乾燥させ、次いで、１３０℃の真空オーブン中で２４時間のア
ニール処理を施して、ミクロ相分離により表面に凹凸が形成された第１の母型（Ｍ－１）
を得た。
【０１０２】
　このようにして得られた第１の母型（Ｍ－１）について上記凹凸解析画像及びフーリエ
変換像の測定法を採用して、凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。得られた凹凸解析
画像を図９に示し、断面の凹凸解析画像を図１０に示し、フーリエ変換像を図１１に示す
。図９～１０に示す凹凸解析画像からも明らかなように、第１の母型（Ｍ－１）の表面に
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はミクロ相分離による凹凸が形成されていることが確認された。また、図１１に示す結果
からも明らかなように、フーリエ変換像は波数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心
とする円状の模様を示しており且つ前記円状の模様が、波数の絶対値が０．５～５μｍ－

１の範囲内となる領域内にフーリエ変換像を構成する輝点の９０％以上の点が存在するも
のであることが確認された。また、母型（Ｍ－１）の凹凸の平均ピッチは２８０ｎｍであ
り、凹凸の平均高さは５ｎｍであった。なお、平均ピッチ及び平均高さは、それぞれ、凹
凸解析画像に基づいて、任意の１０点の高さや距離を求めることにより算出した（以下の
実施例等においても同様の方法を採用した。）。さらに、得られた母型におけるブロック
共重合体（Ｐ－１）からなる塗膜の厚みを段差測定計（小坂製作所製、製品名「ＳＵＲＦ
－ＣＯＡＴＥＲ　ＥＴ－４０００Ａ」）を用いて測定したところ、塗膜の厚みは１０４ｎ
ｍであった。
【０１０３】
　次に、得られた母型（Ｍ－１）の塗膜に高圧水銀灯を用いて１２Ｊ／ｃｍ２の照射強度
で紫外線を照射した後に、酢酸中において超音波洗浄を施して、ＰＭＭＡが選択的に除去
されたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－２）を得た。また、このようにして得られた
母型（Ｍ－２）について、上記凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定法により測定して
、凹凸解析画像を得た。得られた凹凸解析画像を図１２に示し、断面の凹凸解析画像を図
１３に示す。図９、図１０、図１２及び図１３に示す結果からも明らかなように、エッチ
ング処理により表面に形成されている凹凸の形状が深くなることが確認された。なお、母
型（Ｍ－２）の凹凸の平均ピッチは２８０ｎｍであり、凹凸の平均高さは５５ｎｍであっ
た。
【０１０４】
　次いで、得られた母型（Ｍ－２）上にシリコーン系ポリマー［シリコーンゴム（ワッカ
ーケミ社製、製品名「Ｅｌａｓｔｏｓｉｌ　ＲＴ６０１」）９０質量％と硬化剤１０質量
％との混合樹脂組成物］を滴下法により塗布し、５０℃にて１時間加熱して硬化させた後
に、母型（Ｍ－２）から取り外して第２の母型（Ｍ－３）を得た。このようにして得られ
た母型（Ｍ－３）について、上記凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定法により測定し
て、凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。得られた凹凸解析画像を図１４に示し、断
面の凹凸解析画像を図１５に示し、得られたフーリエ変換像を図１６に示す。図１６に示
すフーリエ変換像からも明らかなように、フーリエ変換像は、波数の絶対値が０μｍ－１

である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ前記円環状の模様は、波数の
絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内にフーリエ変換像を構成する全輝点
のうちの９０％以上の輝点が存在するものであることが確認された。なお、第２の母型（
Ｍ－３）の凹凸の平均ピッチは２８０ｎｍであり、凹凸の平均高さは２５ｍであった。
【０１０５】
　〈太陽電池の製造工程〉
　先ず、ガラス基板（Ｍａｔｓｕｎａｍｉ社製、製品名「Ｍｉｃｒｏ　ｓｌｉｄｅ　ｇｌ
ａｓｓ」）及び、ペンタエリストールトリアクリレートおよびペンタエリストールテトラ
アクリレートを主成分とした紫外線硬化性樹脂（Ｔｇ＝２２６度、粘度=２０６Ｃｐ、硬
化時の鉛筆硬度＝５～７Ｈ）を準備し、ガラス基板上に硬化性樹脂を塗工厚みが１５．０
μｍとなるように塗布し、その後、前記母型（Ｍ－３）を押し付けつつ硬化性樹脂に紫外
線（エネルギー密度：６０００ｍＪ／ｃｍ２）を照射して硬化させた。その後、硬化後の
硬化樹脂層から母型（Ｍ－３）を取り外し、ガラス基板上に凹凸が形成された硬化樹脂層
（厚み１３．５μｍ）を積層して、第一の積層体（ガラス基板／硬化樹脂層）を得た。
【０１０６】
　このようにして得られた第一の積層体中の硬化樹脂層について、上記凹凸解析画像及び
フーリエ変換像の測定法により測定して、凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。得ら
れた硬化樹脂層の凹凸解析画像を図１７に示し、断面の凹凸解析画像を図１８に示し、得
られたフーリエ変換像を図１９に示す。図１９に示すフーリエ変換像からも明らかなよう
に、フーリエ変換像は波数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様
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を示しており、且つ前記円環状の模様は、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内
となる領域内にフーリエ変換像を構成する全輝点のうちの９０％以上の輝点が存在するも
のであることが確認された。なお、硬化性樹脂の凹凸の平均ピッチは２８０ｎｍであり、
凹凸の平均高さは３５ｎｍであった。
【０１０７】
　次いで、得られた第一の積層体の前記硬化樹脂層の表面（凹凸形状の形成されている面
）に、その表面に形成されている凹凸の形状が維持されるようにしながら、ＤＣマグネト
ロンスパッター法により、酸化亜鉛（ＺｎＯ）にアルミニウム（Ａｌ）がドープされた材
料（ＡＺＯ）からなる透明導電性層（透明電極）を積層し、太陽電池用の透明導電性基板
を得た。なお、前記透明導電性層は、材料としてＡＺＯ（ＺｎＯにＡｌ２Ｏ３を１ｗｔ％
ドープしたスパッタターゲット）を用いて、前記第一の積層体の温度が２００℃となる条
件を採用してＤＣマグネトロンスパッター法により層の厚みが５００ｎｍとなるようにし
て形成した層である。
【０１０８】
　次に、前記透明導電性基板の透明導電層上に、プラズマＣＶＤ法を採用して、ｐ型非晶
質シリコン層、ｉ型非晶質シリコン層、ｎ型シリコン層を、この順で積層し、透明導電層
上に半導体層（光電変換層）を積層して、第二の積層体（透明導電性基板［ガラス基板／
硬化樹脂層／透明導電性層］／半導体層）を得た。なお、前記ｐ型非晶質シリコン層は、
前記透明導電性基板の温度が１８０℃となる条件にて、ＳｉＨ４ガス（２５容量％）、Ｈ

２ガス（７５容量％）及びＢ２Ｈ６ガス（０．０１容量％）からなる第一原料ガスを反応
室内の真空度が２２Paになるように調整し、２０Wのプラズマ放電電力の条件を採用し、
層の厚みが１５ｎｍとなるようにしてプラズマＣＶＤ法で形成した層であり、また、前記
ｉ型非晶質シリコン層は、前記透明導電性基板の温度が１８０℃となる条件にて、ＳｉＨ

４ガス（３０容量％）及びＨ２ガス（７０容量％）からなる第二原料ガスを反応室内の真
空度が３０Paになるように調整し、３０Wのプラズマ放電電力の条件を採用し、層の厚み
が３５０ｎｍとなるようにしてプラズマＣＶＤ法で形成した層であり、更に、ｎ型シリコ
ン層は、前記透明導電性基板の温度が１８０℃となる条件にて、ＳｉＨ４ガス（１０容量
％）、Ｈ２ガス（９０容量％）及びＰＨ３ガス（０．０１容量％）からなる第三原料ガス
を反応室内の真空度が２８Paになるように調整し、２５Wのプラズマ放電電力の条件を採
用し、層の厚みが３０ｎｍの厚さとなるようにしてプラズマＣＶＤ法で形成した層である
。
【０１０９】
　次いで、前記第二の積層体（ガラス基板／硬化樹脂層／透明導電性層／半導体層）に対
して、ＤＣマグネトロンスパッタ法を採用して、酸化亜鉛からなる対極用導電層を積層し
て、第三の積層体（ガラス基板／硬化樹脂層／透明導電性層／半導体層／対極用導電層）
を得た。なお、このような対極導電層は、材料として酸化亜鉛を用い、前記第二の積層体
の温度が２００℃となる条件を採用してスパッタ法により層の厚みが５０ｎｍとなるよう
にして形成した層である。
【０１１０】
　次に、前記第三の積層体（ガラス基板／硬化樹脂層／透明導電性層／半導体層／対極用
導電層）の前記対極導電層上に、電子ビーム蒸着法を採用して、銀からなる反射層（裏面
電極）を積層し、太陽電池（ガラス基板／硬化樹脂層／透明導電性層／半導体層／対極用
導電層／反射層）を得た。なお、このような反射層は、材料として銀を用い、前記第三の
積層体の温度が常温（２５℃）となる条件を採用して電子ビーム蒸着法により層の厚みが
５００ｎｍとなるようにして形成した層である。
【０１１１】
　実施例１で得られた太陽電池に対して、ＡＭ１．５光源を用いて、温度２５℃、１００
ｍＷ／ｃｍ２の照射条件で、太陽光ＡＭ１．５スペクトルを照射して電流－電圧特性を測
定することにより、光電変換効率が後述の比較例１で得られた太陽電池に対して１．１０
倍となることが確認された。このような電流－電圧特性の測定結果から、実施例１で得ら
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れた太陽電池は、十分に高度な光電変換効率を有するものであることが確認された。この
ような結果は、透明導電性基板中に形成されている凹凸形状により十分に高度な光閉じ込
め効果が発揮されたことに由来する結果である。
【０１１２】
　（実施例２）
　母型（Ｍ－３）の代わりに、下記製造工程を採用して得られる母型（Ｍ－７）を用いて
硬化性樹脂の表面に凹凸形状を形成した以外は実施例１と同様にして太陽電池を得た。
【０１１３】
　〈母型（Ｍ－７）の製造工程〉
　１００ｍｇのブロック共重合体（Ｐ－１）を１０ｇのトルエンに溶解した後に、次に、
ホモポリマー（Ａ）を、ブロック共重合体（Ｐ－１）１００質量部に対してホモポリマー
（Ａ）が２５質量部となる割合で加えトルエン溶液を得た後に、これを孔径０．４５μｍ
のメンブレンフィルターでろ過してブロック共重合体溶液を得た。次いで、このようにし
て得られたブロック共重合体溶液を、基材としてのポリフェニレンスルフィドフィルム（
東レ社製）上に回転速度８００ｒｐｍにてスピンコートし、１７０℃のオーブン中で５時
間加熱してアニール処理を施し、凹凸が形成された第１の母型（Ｍ－４）を得た。得られ
た母型（Ｍ－４）について上記凹凸解析画像の測定法により凹凸解析画像を測定したとこ
ろ、母型（Ｍ－４）の表面にはミクロ相分離による凹凸が形成されていることが確認され
た。
【０１１４】
　次に、得られた母型（Ｍ－４）の塗膜に高圧水銀灯を用いて１２Ｊ／ｃｍ２の照射強度
で紫外線を照射した後に、アセトン中に浸漬して、ＰＭＭＡ及びＰＥＯが選択的に除去さ
れたエッチング処理後の第２の母型（Ｍ－５）を得た。このようにして得られた母型（Ｍ
－５）について、上記凹凸解析画像の測定法により凹凸解析画像を測定したところ、母型
（Ｍ－５）の表面にはミクロ相分離による凹凸が形成されていることが確認されるととも
に、凹凸の形状の深さが、母型（Ｍ－４）の凹凸形状の深さと比べて、より深いものとな
っていることが確認された。
【０１１５】
　次いで、得られた母型（Ｍ－５）上に、シリコーン系ポリマー［シリコーンゴム（ワッ
カーケミ社製、製品名「Ｅｌａｓｔｏｓｉｌ　ＲＴ６０１」）９０質量％と硬化剤１０質
量％との混合樹脂組成物］を滴下法により塗布し、５０℃にて１時間加熱して硬化させた
後に、母型（Ｍ－５）から取り外して第２の母型（Ｍ－６）を得た。得られた母型（Ｍ－
６）について、上記凹凸解析画像の測定法により凹凸解析画像を測定したところ、母型（
Ｍ－６）の表面にはミクロ相分離による凹凸が形成されていることが確認された。
【０１１６】
　次いで、ＰＥＴ基板（東洋紡社製、製品名「コスモシャインＡ４１００」）及びフッ素
系ＵＶ硬化樹脂を準備し、ＰＥＴ基板上に硬化樹脂を塗布し、その後、得られた母型（Ｍ
－６）を押し付けつつフッ素系ＵＶ硬化樹脂に紫外線を６００ｍＪ／ｃｍ２照射して硬化
させた。その後、硬化後の硬化樹脂層から母型（Ｍ－６）を取り外し、ＰＥＴ基板上の第
４の母型（Ｍ－７）を得た。得られた母型（Ｍ－７）について、上記凹凸解析画像の測定
法により凹凸解析画像を測定したところ、母型（Ｍ－７）の表面にはミクロ相分離による
凹凸が形成されていることが確認された。
【０１１７】
　このようにして得られた母型（Ｍ－７）を用いて形成された第一の積層体（ガラス基板
／硬化樹脂層：ガラス基板上に硬化樹脂を塗布した後、得られた塗膜に対して、母型（Ｍ
－７）を押し付けつつ硬化樹脂に紫外線を６００ｍＪ／ｃｍ２照射して硬化させて得られ
る積層体）中の硬化樹脂層について、上記凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定法によ
り測定して凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。このようにして得られた硬化樹脂層
の凹凸解析画像を図２０～２１に示し、断面の凹凸解析画像を２２に示し、フーリエ変換
像を図２３に示す。図２３に示すフーリエ変換像からも明らかなように、フーリエ変換像
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は波数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ
前記円環状の模様は、波数の絶対値が０．５～５μｍ－１の範囲内となる領域内にフーリ
エ変換像を構成する全輝点のうちの９０％以上の輝点が存在するものであることが確認さ
れた。なお、硬化樹脂層の凹凸の平均ピッチは２５０ｎｍであり、凹凸の平均高さは８０
ｎｍであった。
【０１１８】
　（実施例３）
　母型（Ｍ－３）の代わりに、下記製造工程を採用して得られる母型（Ｍ－９）を用いて
硬化性樹脂の表面に凹凸形状を形成した以外は実施例１と同様にして太陽電池を得た。
【０１１９】
　〈母型（Ｍ－９）の製造工程〉
　ブロック共重合体（Ｐ－１）とホモポリマー（Ａ）とを、ブロック共重合体（Ｐ－１）
１００質量部に対してホモポリマー（Ａ）が２５質量部となる割合でトルエン中に溶解し
、ブロック共重合体（Ｐ－１）とホモポリマー（Ａ）の総量の濃度が１．２質量％となる
トルエン溶液を得た後に、これを孔径０．４５μｍのメンブレンフィルターでろ過してブ
ロック共重合体溶液を得た。次いで、このようにして得られたブロック共重合体溶液を、
ポリフェニレンスルフィド基板（東レ社製）上に回転速度８００ｒｐｍにてスピンコート
して塗膜を得た。次に、１７０℃の真空オーブン中で８時間加熱してアニール処理を施し
、ミクロ相分離により表面に凹凸が形成された第１の母型（Ｍ－８）を得た。このように
して得られた母型（Ｍ－８）について、上記凹凸解析画像の測定法により測定したところ
、母型（Ｍ－８）の表面にはミクロ相分離による凹凸が形成されていることが分かった。
【０１２０】
　次いで、得られた母型（Ｍ－８）の塗膜に高圧水銀灯を用いて１２Ｊ／ｃｍ２の照射強
度で紫外線を照射した後に、酢酸中において超音波洗浄を施して、ＰＭＭＡ、およびＰＥ
Ｏが選択的に除去されたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－９）を得た。得られた母型
（Ｍ－９）について、上記凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定法により測定して凹凸
解析画像及びフーリエ変換像を得た。得られた凹凸解析画像を図２４に示し、断面の凹凸
解析画像を図２５に示し、フーリエ変換像を図２６に示す。図２４～２５に示す結果から
も明らかなように、母型（Ｍ－９）の表面にはミクロ相分離による凹凸が形成されている
ことが確認された。また、図２４～２５に示す結果からも明らかなように、ポリエチレン
オキサイド（ホモポリマー（Ａ））を用いることにより、凹部の壁面がより垂直に近いも
のとなっており、垂直方向の配向性が十分に高くなることが分かった。また、図２４～２
５に示す結果から、凹凸の形状が十分に深い母型が得られることが確認された。更に、図
２６に示すフーリエ変換像からも明らかなように、フーリエ変換像は波数の絶対値が０μ
ｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ前記円環状の模様は、
波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内にフーリエ変換像を構成する
全輝点のうちの９０％以上の輝点が存在するものであることが確認された。なお、得られ
た母型（Ｍ－９）におけるブロック共重合体（Ｐ－１）からなる塗膜の厚みを段差測定計
（小坂製作所製、製品名「ＳＵＲＦ－ＣＯＡＴＥＲ　ＥＴ－４０００Ａ」）を用いて測定
したところ、塗膜の厚みは１１５ｎｍであった。また、母型（Ｍ－９）の凹凸の平均ピッ
チは２８０ｎｍであり、凹凸の平均高さは９８ｎｍであった。
【０１２１】
　このようにして得られた母型（Ｍ－９）を用いて形成された第一の積層体（ガラス基板
／硬化樹脂層）中の硬化樹脂層について、上記凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定法
により測定して凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。得られた凹凸解析画像を図２７
～２８に示し、断面の凹凸解析画像を図２９に示し、フーリエ変換像を図３０に示す。図
３０に示すフーリエ変換像からも明らかなように、フーリエ変換像は波数の絶対値が０μ
ｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ前記円環状の模様は、
波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内にフーリエ変換像を構成する
全輝点のうちの９０％以上の輝点が存在するものであることが確認された。なお、硬化樹
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脂層の凹凸の平均ピッチは２５３ｎｍであり、凹凸の平均高さは７５ｎｍであった。
【０１２２】
　（実施例４）
　母型（Ｍ－３）の代わりに、下記製造工程を採用して得られる母型（Ｍ－１１）を用い
て硬化性樹脂の表面に凹凸形状を形成した以外は実施例１と同様にして太陽電池を得た。
【０１２３】
　〈母型（Ｍ－１１）の製造工程〉
　先ず、シリコンウェハに、ランダム共重合体の０．１質量％トルエン溶液をスピンコー
トした後に、温度１７０℃にて２４時間の熱処理を施して基材を得た。次に、ブロック共
重合体（Ｐ－１）とホモポリマー（Ａ）とを、ブロック共重合体（Ｐ－１）１００質量部
に対してホモポリマー（Ａ）が２５質量部となる割合でトルエン中に溶解し、ブロック共
重合体（Ｐ－１）とホモポリマー（Ａ）の総量の濃度が１．５質量％となるトルエン溶液
を得た後に、これを孔径０．４５μｍのメンブレンフィルターでろ過してブロック共重合
体溶液を得た。次いで、このようにして得られたブロック共重合体溶液を、前記基材上に
回転速度８００ｒｐｍにてスピンコートして塗膜を得た。次に、前記塗膜を５５℃のホッ
トプレート上で１０分間乾燥させた後に、１９０℃の真空オーブン中で１２時間加熱して
アニール処理を施し、ミクロ相分離により表面に凹凸が形成された第１の母型（Ｍ－１０
）を得た。このようにして得られた母型（Ｍ－１０）について、上記凹凸解析画像の測定
法により測定したところ、母型（Ｍ－１０）の表面にはミクロ相分離による凹凸が形成さ
れていることが分かった。
【０１２４】
　次いで、得られた母型（Ｍ－１０）の塗膜に高圧水銀灯を用いて１２Ｊ／ｃｍ２の照射
強度で紫外線を照射した後に、アセトン中において超音波洗浄を施して、ＰＭＭＡおよび
ＰＥＯが選択的に除去されたエッチング処理後の第１の母型（Ｍ－１１）を得た。得られ
た母型（Ｍ－１１）について表面に形成されている凹凸の形状を、上記凹凸解析画像及び
フーリエ変換像の測定法により測定して凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。得られ
た凹凸解析画像を図３１～３２に示し、断面の凹凸解析画像を図３３に示し、フーリエ変
換像を図３４に示す。図３１～３３に示す結果からも明らかなように、母型（Ｍ－１１）
の表面にはミクロ相分離による凹凸が形成されていることが確認された。また、図３１～
３３に示す結果からも明らかなように、ポリエチレンオキサイド（ホモポリマー（Ａ））
を用いることにより、凹部の壁面がより垂直に近いものとなっており、垂直方向の配向性
が十分に高くなることが分かった。また、図３１～３３に示す結果からも明らかなように
、ポリエチレンオキサイド（ホモポリマー（Ａ））を用いることにより、凹凸の形状が十
分に深い母型が得られることが確認された。更に、図３４に示すフーリエ変換像からも明
らかなように、フーリエ変換像は波数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円
環状の模様を示しており、且つ前記円環状の模様は、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－

１の範囲内となる領域内にフーリエ変換像を構成する全輝点のうちの９０％以上の輝点が
存在するものであることが確認された。なお、得られた母型（Ｍ－１１）におけるブロッ
ク共重合体（Ｐ－１）からなる塗膜の厚みを段差測定計（小坂製作所製、製品名「ＳＵＲ
Ｆ－ＣＯＡＴＥＲ　ＥＴ－４０００Ａ」）を用いて測定したところ、塗膜の厚みは１８０
ｎｍであった。また、母型（Ｍ－１１）の凹凸の平均ピッチは７８０ｎｍであり、凹凸の
平均高さは１５５ｎｍであった。
【０１２５】
　このようにして得られた母型（Ｍ－１１）を用いて形成された第一の積層体（ガラス基
板／硬化樹脂層）中の硬化樹脂層について、上記凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定
法により測定して凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。得られた凹凸解析画像を図３
５～３６に示し、断面の凹凸解析画像を図３７に示し、フーリエ変換像を図３８に示す。
図３８に示すフーリエ変換像からも明らかなように、フーリエ変換像は波数の絶対値が０
μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ前記円環状の模様は
、波数の絶対値が０．５～１０μｍ－１の範囲内となる領域内にフーリエ変換像を構成す
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る全輝点のうちの９０％以上の輝点が存在するものであることが確認された。なお、硬化
樹脂層の凹凸の平均ピッチは７７０ｎｍであり、凹凸の平均高さは１３５ｎｍであった。
【０１２６】
　（実施例５）
　母型（Ｍ－３）の代わりに、下記製造工程を採用して得られる母型（Ｍ－１４）を用い
て硬化性樹脂の表面に凹凸形状を形成した以外は実施例１と同様にして太陽電池を得た。
【０１２７】
　〈母型（Ｍ－１４）の製造工程〉
　先ず、ガラス基板（大きさ：２０ｍｍ×１２ｍｍ）上にシリコーン系ポリマー［シリコ
ーンゴム（ワッカーケミ社製、製品名「Ｅｌａｓｔｏｓｉｌ　ＲＴ６０１」）９０質量％
と硬化剤１０質量％との混合樹脂組成物］をスピンコート法により塗布し、１００℃にて
１時間加熱して硬化させてシリコーン系ポリマー膜を形成した。
【０１２８】
　次に、シリコーン系ポリマー膜上に蒸着法により、温度が１００℃であり、圧力が１×
１０－３Ｐａである条件下において、アルミニウム蒸着膜（厚み：１０ｎｍ）を形成し、
その後、３０分かけて室温（２５℃）まで冷却した後に、圧力を大気圧（１．０１３×１
０５Ｐａ）に戻した。シリコーン系ポリマー膜上に形成されたアルミニウム蒸着膜の表面
には凹凸が形成されていた。次いで、アルミニウム蒸着膜上にシリコーン系ポリマー［シ
リコーンゴム（ワッカーケミ社製、製品名「Ｅｌａｓｔｏｓｉｌ　ＲＴ６０１」）９０質
量％と硬化剤１０質量％との混合樹脂組成物］を滴下法により塗布し、１００℃にて１時
間加熱して硬化させた後にアルミニウム蒸着膜から取り外して母型（Ｍ－１２）を得た。
【０１２９】
　そして、表面に凹凸が形成されている母型（Ｍ－１２）上に蒸着法により、温度が１０
０℃であり、圧力が１×１０－３Ｐａである条件下において、アルミニウム蒸着膜（厚み
：１０ｎｍ）を形成し、その後、３０分かけて室温（２５℃）まで冷却した後に、圧力を
大気圧（１．０１３×１０５Ｐａ）に戻した。母型（Ｍ－１２）上に形成されたアルミニ
ウム蒸着膜の表面には凹凸が形成されていた。次いで、アルミニウム蒸着膜上にシリコー
ン系ポリマー［シリコーンゴム（ワッカーケミ社製、製品名「Ｅｌａｓｔｏｓｉｌ　ＲＴ
６０１」）９０質量％と硬化剤１０質量％との混合樹脂組成物］を滴下法により塗布し、
１００℃にて１時間加熱して硬化させた後に、アルミニウム蒸着膜から取り外して母型（
Ｍ－１３）を得た。更に、表面に凹凸が形成されている母型（Ｍ－１３）上に蒸着法によ
り、温度が１００℃であり、圧力が１×１０－３Ｐａである条件下において、アルミニウ
ム蒸着膜（厚み：１０ｎｍ）を形成し、その後、３０分かけて室温（２５℃）まで冷却し
た後に、圧力を大気圧（１．０１３×１０５Ｐａ）に戻した。母型（Ｍ－１３）上に形成
されたアルミニウム蒸着膜の表面には凹凸が形成されていた。次いで、アルミニウム蒸着
膜上にシリコーン系ポリマー［シリコーンゴム（ワッカーケミ社製、製品名「Ｅｌａｓｔ
ｏｓｉｌ　ＲＴ６０１」）９０質量％と硬化剤１０質量％との混合樹脂組成物］を滴下法
により塗布し、１００℃にて１時間加熱して硬化させた後に、アルミニウム蒸着膜から取
り外して母型（Ｍ－１４）を得た。
【０１３０】
　このようにして得られた母型（Ｍ－１４）を用いて形成された第一の積層体（ガラス基
板／硬化樹脂層）中の硬化樹脂層について、上記凹凸解析画像及びフーリエ変換像の測定
法によりにより測定して、凹凸解析画像及びフーリエ変換像を得た。得られた硬化樹脂層
の凹凸解析画像を図３９に示し、断面の凹凸解析画像を図４０に示し、フーリエ変換像を
図４１に示す。図４１に示すフーリエ変換像からも明らかなように、フーリエ変換像は波
数の絶対値が０μｍ－１である原点を略中心とする円環状の模様を示しており、且つ前記
円環状の模様が波数の絶対値が０．５～８．０μｍ－１の範囲内となる領域内にフーリエ
変換像を構成する全輝点のうちの９０％以上の輝点が存在するものであることが確認され
た。なお、硬化性樹脂の凹凸の平均ピッチは３３０ｎｍであり、凹凸の平均高さは７５ｎ
ｍであった。
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【０１３１】
　（比較例１）
　母型を製造せず、太陽電池の製造工程において第一の積層体の製造工程を下記第一の積
層体の製造工程に変更した以外は、実施例１と同様にして太陽電池を得た。
【０１３２】
　〈第一の積層体の製造工程〉
　ガラス基板（Ｍａｔｓｕｎａｍｉ社製、製品名「Ｍｉｃｒｏ　ｓｌｉｄｅ　ｇｌａｓｓ
」）及び硬化性樹脂（Ｎｏｒｌａｎｄ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ａｄｈｅｓｉｖｅ社製、製品名
「ＮＯＡ　６１」）を準備し、ガラス基板上に硬化性樹脂を塗布した後に前記硬化性樹脂
にそのまま紫外線（エネルギー密度：６０００ｍＪ／ｃｍ２）を照射して硬化させて、第
一の積層体（ガラス基板／硬化樹脂層）を得た。
【産業上の利用可能性】
【０１３３】
　以上説明したように、本発明によれば、太陽電池の透明導電性基板として利用すること
により、十分に優れた光閉じ込め効果を発揮でき、太陽電池の光電変換効率を十分に高度
なものとすることが可能な太陽電池用透明導電性基板、かかる太陽電池用透明導電性基板
を効率よく製造することが可能な太陽電池用透明導電性基板の製造方法及びそれを用いた
太陽電池を提供することが可能となる。したがって、本発明の太陽電池用透明導電性基板
は、優れた光閉じ込め効果を発揮できるものであるため、薄型太陽電池の光の入射面側の
基板等として特に有用である。
【符号の説明】
【０１３４】
　１０…太陽電池用透明導電性基板、１１…透明支持基板、１２’…硬化性樹脂の塗膜、
１２…硬化樹脂層、１３…透明導電層、２１…母型、２２…基材、２３’…ウエット状態
のブロック共重体の塗膜、２３…乾燥後のブロック共重体の塗膜、２４’…転写材料の塗
膜、２４…硬化後の転写材料からなる母型。
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